
 
 

 

 

 

 

第２次南アルプス市総合計画 
 

第９次実施計画 
 

（令和５年度 － 令和６年度） 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

将来像 

自然と文化が調和した幸せ創造都市 南アルプス 

－魅力ある地域資源を活かした 自立のまち－ 

  



 



ＩＮＤＥＸ 

内容  
１．実施計画の目的･･･････････････････････････････････････････‥･････････････････････････ 2 

２．実施期間･･･････････････････････････････････････････‥･･･････････････････････････････ 3 

３．実施計画の基本的考え方･･････････････････････････････････････････････････････････････ 3 

４．施策の方向性････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 4 

５．実施計画の構成･･････････････････････････････････････････････････････････････････････ 7 

実施事業計画････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 8 

【実施事業計画の見方】･･････････････････････････････････････････････････････････････････ 9 

政策１  安全でみどり豊かな 人がつながるまちの形成･･･････････････････････････････････10 

施策１ 地域コミュニティの充実･･････････････････････････････････････････････････････10 

施策２ 市政への市民参加の推進･･････････････････････････････････････････････････････11 

施策３ 防災体制の整備･･････････････････････････････････････････････････････････････12 

施策４ 防犯対策の推進･･････････････････････････････････････････････････････････････15 

施策５ 交通安全の推進･･････････････････････････････････････････････････････････････16 

施策６ 自然との共生････････････････････････････････････････････････････････････････17 

施策７ 生活環境の保全･･････････････････････････････････････････････････････････････18 

政策２  ともに生き支えあうまちの形成････････････････････････････････････････････････22 

施策８ 多様性社会の構築････････････････････････････････････････････････････････････22 

施策９ 地域福祉の充実･･････････････････････････････････････････････････････････････23 

施策 10 福祉総合相談体制の充実･･････････････････････････････････････････････････････24 

施策 11 保育・幼児教育の充実････････････････････････････････････････････････････････25 

施策 12 子育て支援の充実････････････････････････････････････････････････････････････26 

施策 13 高齢者福祉の充実････････････････････････････････････････････････････････････30 

施策 14 障がい者福祉の充実･･････････････････････････････････････････････････････････32 

施策 15 母子保健の充実･･････････････････････････････････････････････････････････････35 

施策 16 健康づくりの推進････････････････････････････････････････････････････････････37 

施策 17 地域医療の充実･･････････････････････････････････････････････････････････････38 

政策３  うるおいと活力のある快適なまちの形成････････････････････････････････････････41 

施策 18 農林業の振興････････････････････････････････････････････････････････････････41 

施策 19 商工業の振興････････････････････････････････････････････････････････････････48 

施策 20 企業誘致の推進･･････････････････････････････････････････････････････････････48 

施策 21 観光の振興･･････････････････････････････････････････････････････････････････49 

施策 22 道路・交通基盤の整備････････････････････････････････････････････････････････51 

施策 23 都市空間の整備･･････････････････････････････････････････････････････････････52 

施策 24 移住・定住人口の拡大････････････････････････････････････････････････････････55 

施策 25 上下水道の整備･･････････････････････････････････････････････････････････････58 

政策４  心豊かな人と文化をはぐくむまちの形成････････････････････････････････････････59 

施策 26 生涯学習の推進･･････････････････････････････････････････････････････････････59 

施策 27 歴史・伝統文化の振興････････････････････････････････････････････････････････63 

施策 28 学校教育の充実･･････････････････････････････････････････････････････････････64 

施策 29 学校施設の整備･･････････････････････････････････････････････････････････････68 

施策 30 青少年健全育成の推進････････････････････････････････････････････････････････69 

政策５  未来をひらく経営型行政運営の形成････････････････････････････････････････････71 

施策 31 健全な財政の維持････････････････････････････････････････････････････････････71 

施策 32 時代に合った行政サービスの実現･･････････････････････････････････････････････72 

施策 33 職員資質の向上･･････････････････････････････････････････････････････････････74 

-1-



１．実施計画の目的 

この実施計画は、施策体系に基づき３年間に実施しようとする主要な事業を示す計画であり、次の３つ

の目的を達成するために策定するものです。 

 

（１）本市将来像『自然と文化が調和した幸せ創造都市 南アルプス －魅力ある地域資源を活かした 

自立のまち－ 』の実現のため 

（２）行政評価システムによる事業の進行管理（ＰＤＣＡ）を行うため 

（３）健全な財政運営を図る指針とするため 

 

 

【実施計画の位置付け】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市の進むべき方向と将来像を明確にした上で、その実現に向けたまちづくり
の方針を示しています。 
計画期間については、平成 27 年度を初年度とし、令和６年度を目標年次とする

10 年間としています。 

基本構想に掲げた将来像や方針を受け、それらを実現するために必要な施策の
柱を定めるとともに、施策を推進していくための指針を示しています。 
前期基本計画は平成 27 年度から令和元年度の５ヵ年であり、令和元年度に令和

２年度から６年度の５年間の後期基本計画を策定しました。 

基本構想 

 

基本計画 

 

基本計画に掲げた施策の柱を具体的な事業内容として規定したものであり、予
想される行政事情や行財政制度の変化を見通した上で作成する計画です。 

計画期間については、実効性・実現性を確保するために３年間とし、これを毎年
度見直す計画としています。 

実施計画 

政 策 
（５） 

重点事業 

施 策 

（３３） 

まちづくりの基本的な方針 

まちづくり方針を実現するた

めの行政活動のまとまり 

施策を実現するための行政

手段としての主な事業 
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２．実施期間 

毎年、向こう３年間のローリング方式により策定します。但し、第９次実施計画の期間は、令和５年度

から第２次総合計画の計画期間最終年度である令和６年度までとします。 

 

平成 27
（2015）
年度 

平成 28 
（2016） 
年度 

平成 29 
（2017） 
年度 

平成 30 
（2018） 
年度 

令和元 

（2019） 
年度 

令和 2 

（2020） 
年度 

令和 3 

（2021） 
年度 

令和 4 

（2022） 
年度 

令和 5 

（2023） 
年度 

令和 6 

（2024） 
年度 

          

          

          

          

          

          

 

 

 

         

 

 

３．実施計画の基本的考え方 

 

 

 

この計画は、計画期間（令和５年度～令和６年度）に実施予定の主要な事業を示しています。 

 したがって、事業費の発生しない事業であっても、主要な事業に位置付けられるものは、この計画に含

まれています。 

 

 

 

この計画は、基本計画の目標年次に向け、政策体系を推進する上で貢献度の高い主要な事業を、優先度・

緊急度及び財政収支の動向等を基に明確化したものであり、計画期間内の事業の内容・実施工程・合計事

業費及び事業の推進組織などを掲載しています。 

 

 

 

この計画の進行にあたっては、優先事項を明確にしながら、そこへ行政活動を配分することと併せ、市

民アンケート調査などにより進捗状況を的確に把握して進行管理を行います。また、基本計画で設定した

まちづくり指標による目標値の進捗度についても併せて測定を行います。 

 なお、着実な推進に努めながらも計画を硬直化せず、財政収支とのバランスや緊急度等を勘案した上で、

その時点で最善といえる方策を選択し柔軟に対応します。 

計画の対象となる事業 

計 画 の 性 格 

計 画 の 進 め 方 

基本構想 

前期基本計画 後期基本計画 

第３次実施計画（2017-2019 年度） 

第６次実施計画（2020-2022 年度） 

第４次実施計画（2018-2020 年度） 

第５次実施計画（2019-2021 年度） 

第７次実施計画（2021-2023 年度） 

第８次実施計画（2022-2024 年度） 

第９次実施計画 
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この計画の策定においては、目的の達成に向けて、より実効性のある計画とするため、次の事項に留意

して調整しています。 

 

1. 分野ごとに課題の大きい事業を優先し、令和５年度の財政収支見通しとのバランスを考慮して総体

的に調整しました。 

2. 基本計画及び「令和５年度行政経営方針」に基づく施策を優先的に実施することを基本に、実施計

画事業を位置付けています。 

3. 国や県による特定財源を利用しなければ実施できない事業もあり、こうした事業の実施にあたって

は、当該年度における歳入見込み及び詳細な事業計画により調整します。さらに、予算編成後の金

額を確定事業費とします。 

4. 本計画における普通建設事業については、国・県で事業認定されている継続事業や特定財源が活用

できる見込みのある事業を優先的に位置付けていますが、新規事業であっても緊急度や重要度の高

い事業については、計画に反映させています。 

5. 今後、事業実施が想定される事業については、予定事業として位置付け、財政状況とのバランスを

考慮しながら、事業実施に向けて調整することとします。 

 

 

４．施策の方向性 

 

 施策の方向性については、各施策の“現状”と“課題”を踏まえ、成果水準を勘案した施策優先度評価を

実施した結果、33の施策を成果の向上と維持とした上で、マニフェスト実現の視点から、次の３つに区分

しています。 

  

（１） 優先施策 

市政運営において強力に推進すべきと判断した施策。 

 

（２） 成果の向上を目指す施策 

施策の成果水準、市長公約（マニフェスト）との関連性などを総合的に評価し、成果の向上を目指す

べきと判断した施策。 

 

（３） 成果を維持する施策 

施策の成果水準、市長公約（マニフェスト）との関連性などを総合的に評価し、成果を維持すべきと

判断した施策。 

 

なお、令和５年度予算編成においては、限られた財源の中で政策体系を効率的かつ、効果的に推進する

必要があることから、施策優先度評価の結果に基づき“優先施策”に重点的に取り組むこととし、施策別

に予算調整し、これを部局別に集計し配分する部局別枠配分方式による予算編成を実施しています。 

計 画 の 調 整 方 針 
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― 令和５年度 行政経営の基本方針 ― 

 

◆ 南アルプスユネスコエコパーク（生物圏保存地域）の理念を普及するとともに、市民に分かりや

すい取組みを実施するなど、日常生活においても南アルプスの自然環境の保全について意識を高

める。 

 

◆ 市民が自身の健康課題に気付き、適切な行動が取れるよう、健康診査の受診勧奨や健康に関する

正しい知識を広く周知し、健康で豊かな人生を実現するよう支援する。 

  

◆ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、地方移住への関心が高まっている中、多くの人に

南アルプス市を知り、訪れ、滞在し、魅力を体感してもらい、移住先の第一候補となるようつな

がりを深めるとともに、移住・定住を希望する人への支援策を充実する。 

また、新産業拠点エリアを市の新たな地域振興拠点として確立するとともに、恵まれた自然環境

や立地条件を活かした企業誘致の推進と観光振興に取り組み、交流人口の拡大につなげる。 

 

 

― 各施策の分類 ― 

 

 

 

 

分類

（１） 6 自然との共生

16 健康づくりの推進

20 企業誘致の推進

21 観光の振興

24 移住・定住人口の拡大

（２） 1 地域コミュニティの充実

13 高齢者福祉の充実

18 農林業の振興

28 学校教育の充実

29 学校施設の整備

施策名

優
先
施
策

成
果
の
向
上
を

目
指
す
施
策
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分類

2 市政への市民参加の推進

3 防災体制の整備

（３） 4 防犯対策の推進

5 交通安全の推進

7 生活環境の保全

8 多様性社会の構築

9 地域福祉の充実

10 福祉総合相談体制の充実

11 保育・幼児教育の充実

12 子育て支援の充実

14 障がい者福祉の充実

15 母子保健の充実

17 地域医療の充実

19 商工業の振興

22 道路・交通基盤の整備

23 都市空間の整備

25 上下水道の整備

26 生涯学習の推進

27 歴史・伝統文化の振興

30 青少年健全育成の推進

施策名

成
果
を
維
持
す
る
施
策
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５．実施計画の構成 

 

この計画では、計画期間（令和５年度～令和６年度）に実施予定の事業の中から、主要な事業を「５つの

政策」「33の施策」の体系に基づき規定し、『実施事業計画』として掲載しました。 

この計画に掲載する事業数及び事業費（２年間の概算額）を、政策・施策体系でまとめると、次のとおり

となります。 

 

 

政　策　 事業数 事業費（千円） 事業費率（%）

1 地域コミュニティの充実 8 153,232 0.3

2 市政への市民参加の推進 12 93,048 0.2

3 防災体制の整備 34 698,396 1.4

4 防犯対策の推進 7 118,681 0.2

5 交通安全の推進 6 35,723 0.1

6 自然との共生 12 99,680 0.2

7 生活環境の保全 30 2,299,865 4.6

109 3,498,625 7.0

8 多様性社会の構築 8 32,786 0.1

9 地域福祉の充実 11 250,157 0.5

10 福祉総合相談体制の充実 12 1,475,260 2.9

11 保育・幼児教育の充実 12 5,157,720 10.2

12 子育て支援の充実 35 4,047,894 8.0

13 高齢者福祉の充実 26 2,349,323 4.7

14 障がい者福祉の充実 33 4,924,841 9.8

15 母子保健の充実 13 331,486 0.7

16 健康づくりの推進 17 1,293,469 2.6

17 地域医療の充実 16 3,015,466 6.0

183 22,878,402 45.5

18 農林業の振興 74 1,307,150 2.6

19 商工業の振興 8 149,412 0.3

20 企業誘致の推進 6 2,789,061 5.5

21 観光の振興 17 569,963 1.1

22 道路・交通基盤の整備 14 1,823,174 3.6

23 都市空間の整備 25 2,037,534 4.0

24 移住・定住人口の拡大 30 521,501 1.0

25 上下水道の整備 4 2,971,773 5.9

178 12,169,568 24.0

26 生涯学習の推進 41 1,929,793 3.8

27 歴史・伝統文化の振興 16 245,786 0.5

28 学校教育の充実 41 2,503,654 5.0

29 学校施設の整備 5 2,218,886 4.4

30 青少年健全育成の推進 11 38,827 0.1

114 6,936,946 13.8

31 健全な財政の維持 13 4,767,053 9.4

32 時代に合ったっ行政サービスの実現 15 198,456 0.4

33 職員資質の向上 2 15,938 0.0

30 4,981,447 9.8

614 50,464,988 100.0

※百分率（%）は、小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計数値が100%に達しない場合がある。

施　策　

１　安全でみどり豊かな
　　人がつながるまちの形成

小計

２　ともに生き支えあう
　　まちの形成

小計

３　うるおいと活力のある
　　快適なまちの形成

小計

４　心豊かな人と文化を
　　はぐくむまちの形成

小計

５　未来をひらく経営型
　　行政運営の形成

小計

合 計
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実施事業計画 
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【実施事業計画の見方】 

 

■ 総 括 

この表は、      →       →      で構成しています。 

 

■ 事業の見方 

（１）              （２）            （３）        （４） 

▷ 事業内容、実施工程の「令和‥年度」は「R‥」と表記します。 

 

（１）区 分 

新規事業及び継続事業に加え、今後、実施を計画している事業を表します。 

○ 新規・・・・新規事業（令和５年度から新たに開始する事業） 

○ 継続・・・・継続事業（令和４年度以前から続いている事業） 

○ 予定・・・・予定事業（令和６年度までに実施を検討または予定している事業） 

 

 

（２）事業内容・実施方針 

事業の内容や実施方針を説明しています（事業の全体像など）。 

 

 

（３）事業費・実施工程 

① 事業費は、２カ年の合計を掲載しています（事業費の発生しない事業は「０」を表示）。 

② 事業費は、計画期間における概算額であり、確定した額ではありません。 

③ 実施工程については、次のとおり、記号で表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）部局・課室

区分 事業名 事業内容・実施方針 
実施工程・事業費（千円） 

部局 課室 
R5 R6 ２ヵ年事業費 

新規 ○○○○事業 

○○により、○○を実施する。 

○○のため、○○を実施する。 
 
（  ※  ） 

≫ ● ○,000 
○
○
部 

○
○
課 

≫ 開始年度 

→ 継続年度 

● 終了年度 

≫ 
● 

単年度実施（または隔年実施・数年毎に実施） 

政策 施策 事業 
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R5 R6 2カ年事業費

継続 地域自治会活動事業 → → 110,529
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

新規
地域集会施設建設支援
事業

≫ → 9,573
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続
地域集会施設修繕支援
事業

→ → 11,000
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続
八田地区かき・まいも
ん朝市開催事業

→ → 3,890
市
民
部

八
田
窓
口
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

継続
地域コミュニティイベ
ント支援事業（心あっ
たか祭り）

→ → 2,600
市
民
部

白
根
窓
口
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

継続
地域コミュニティイベ
ント支援事業（新緑ま
つり）

→ → 3,000
市
民
部

芦
安
窓
口
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

継続
十日市祭典運営支援事
業

→ → 10,000
市
民
部

若
草
窓
口
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

継続
地域コミュニティイベ
ント支援事業（あやめ
フェア）

→ → 2,640

産
業
観
光
部

観
光
推
進
課

　施策１　地域コミュニティの充実
　施策の目的

　自治会が自主的に活動し、地域が活性化する

政策１　安全でみどり豊かな　人がつながるまちの形成

実施工程・事業費（千円）
部局 課室事業内容・実施方針

世代を越えた地域住民の交流の場となる白根
地区の「心あったか祭り」を支援する。

南アルプス前衛の山々に新緑が萌える５月上
旬に開催する「芦安新緑まつり」を支援す
る。

甲府盆地に春を呼ぶお祭りとして知られる若
草地区の「十日市祭典」を支援する。

あやめを通じて地域住民が親睦を深める櫛形
地区の「あやめフェア」を支援する。

地域のコミュニティ活動の促進と市政への協
力に対して、自治会に活動交付金を支給す
る。

コミュニティ活動の促進を図るための拠点施
設として、自治会が行う地域集会施設の建設
等に要する費用を補助する。

コミュニティ活動の拠点となる地域集会施設
を修繕する自治会に、その費用を補助する。

友好姉妹都市である石川県穴水町と物産交流
を実施し、八田地区の「かき・まいもん朝
市」を開催する。

区分 事業名
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R5 R6 2カ年事業費

継続 市長への手紙事業 → → 36

総
合
政
策
部

秘
書
課

継続 広報発行事業 → → 39,694

総
合
政
策
部

秘
書
課

継続
ホームページ管理運営
事業

→ → 8,410

総
合
政
策
部

秘
書
課

継続
ネットワークニュース
取材制作事業

→ → 8,026

総
合
政
策
部

秘
書
課

継続 ニュース編集制作事業 → → 12,614

総
合
政
策
部

秘
書
課

継続
行政自主放送業務委託
事業

→ → 5,972

総
合
政
策
部

秘
書
課

継続
市民活動センター維持
管理事業

→ → 13,422
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続
市民活動センター人材
育成・研修事業

→ → 228
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続
協働のまちづくり推進
体制整備事業

→ → 1,302
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続
協働のまちづくり啓発
事業

→ → 856
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

　施策２　市政への市民参加の推進
　施策の目的

　市民が自主的にまちづくりに参加・参画する

市民団体等の活動を推進する講座・研修会を
開催し、まちの将来や地域課題への対応を担
う人材を育成する。

協働のまちづくりを推進するための会議を設
置し、施策について調査審議する。

市民向けのイベントや職員研修を開催し、協
働のまちづくりに関する情報発信などの啓発
を実施する。

毎月「広報南アルプス」を発行し、市政への
市民の理解と参画を促進する。

市に関する情報を市内外に発信するための
ホームページを保守管理する。

市のできごとを紹介する番組「南アルプス
ネットワークニュース」の取材業務をＣＡＴ
Ｖ事業者（2社）に委託する。

市のできごとを紹介する番組「南アルプス
ネットワークニュース」の編集業務を白根Ｃ
ＡＴＶに委託する。

市内ＣＡＴＶ加入世帯へ「南アルプスネット
ワークニュース」を配信するために、ＣＡＴ
Ｖ事業者（４社）に放送業務を委託する。

市民や市民活動団体による社会活動の支援拠
点となる施設を運営、維持管理する。

手紙・メールを通じて寄せられた市民からの
意見・提案を聞き、市政に反映させる。

-11-



R5 R6 2カ年事業費

継続
協働支援テーマ型活動
助成事業

→ → 1,210
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続 結婚相談事業 → → 1,278
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

R5 R6 2カ年事業費

継続 消防団本団活動事業 → → 30,778
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続 消防団分団活動事業 → → 63,884
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続 消防団分団交付金事業 → → 34,062
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
消防団大会演習交付金
事業

→ → 2,464
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
高尾私設消防団交付金
事業

→ → 170
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
消防団ポンプ車等購入
事業

→ → 127,660
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続 貯水槽維持管理事業 → → 9,750
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

　施策３　防災体制の整備
　施策の目的

　市民が、災害時に受ける被害を最小限にできる
　自治会（自主防災会）が災害に強い地域になる

平常時・非常時を問わず地域の安心・安全を
守る消防団員に、報酬を支給する。

消防団の６分団（46部）の運営や研修費・燃
料費等を支援する。

消防団員の技術向上と士気高揚を図るため、
県大会出場隊と支部演習操法出場隊を支援す
る。

消防団員のいない櫛形高尾地区の消防活動を
支援する。

消防団車両整備計画により、消防ポンプ車・
小型ポンプ積載車を更新する。

消防力を維持するため、防火貯水槽やフェン
ス・看板等の附帯施設を修繕する。

協働事業に取り組む市民団体等によるまちづ
くり活動について公募・選定し、助成金を交
付する。

結婚を希望する者への情報提供と相談事業を
実施し、少子化対策に寄与する。

地域消防の要となる消防団の活動を支援し、
本団役員に報酬を支給する。

実施工程・事業費（千円）
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R5 R6 2カ年事業費

継続
消防団設備維持管理事
業

→ → 11,384
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
消防団施設維持管理事
業

→ → 8,540
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
消防団詰所等修繕支援
事業

→ → 4,800
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続 消火栓施設整備事業 → → 31,668
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
消火栓施設維持管理事
業

→ → 6,518
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続 防災対策事業 → → 14,340
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
市アマチュア無線非常
通信連絡会議支援事業

→ → 294
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
自主防災組織防災資機
材整備支援事業

→ → 16,000
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
自主防災組織運営支援
事業

→ → 5,804
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
防災リーダー養成講座
事業

→ → 520
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
南プスセーフティネッ
ト協働事業

→ → 400
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

事業名区分 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

災害時の情報伝達手段確保のため、アマチュ
ア無線非常通信連絡会議の活動を支援する。

地域防災力の向上を図るため、自主防災組織
の資機材整備を支援する。

地域防災力の向上と防災意識の高揚を図るた
め、自主防災会の活動に交付金を支給する。

地域防災力の強化を図るため、地域防災活動
を普及啓発・指導できる防災リーダーを育成
する。

子育て支援の場を利用した災害体験学習によ
り、子育て世代の防災意識の高揚を図る。

消防団所有の消防ポンプ車等の車検や修繕を
実施する。

消防団詰所等の維持管理に必要な光熱水費や
借地料を支払う。

消防団詰所等の経年劣化に対応するため、修
繕に要する経費の一部を補助する。

消防水利を確保するため、水利不足地域に消
火栓を設置する。

消防力を維持するため、消火栓や器具ＢＯＸ
の修繕等の維持管理を実施する。

防災力強化を図るため、防災訓練・防火講習
会を開催や地区防災計画策定の支援等を実施
する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
データ放送保守管理事
業

→ → 3,300
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
防災備蓄倉庫整備事業
（単独分）

→ → 18,876
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
防災行政無線維持管理
事業

→ → 35,988
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続 河川の維持管理事業 → → 84,629
建
設
部

道
路
整
備
課

継続
地区河川維持管理活動
支援事業

→ → 3,032
建
設
部

道
路
整
備
課

継続
横川流域治水関連減災
対策事業

→ → 11,560
建
設
部

道
路
整
備
課

継続 水防活動事業 → → 3,577
建
設
部

道
路
整
備
課

継続 消防本部消防活動事業 → → 10,542

消
防
本
部

管
理
課

継続 消防本部救急活動事業 → → 13,496

消
防
本
部

管
理
課

継続
消防本部消防活動特殊
機器整備事業（法令）

→ → 1,228

消
防
本
部

管
理
課

継続
消防本部特殊車両整備
事業

→ → 119,106

消
防
本
部

管
理
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名

南アルプス消防署・八田消防署において、消
防救助隊が装備すべき特殊資機材の整備を実
施する。

消防用車両整備計画に基づき、消防本部の消
防車両を更新する。

南アルプス消防署・八田消防署において、火
災出場・救助出場等の警防救助活動を実施す
る。

南アルプス消防署・八田消防署における救急
活動のため、医薬材料の確保や資機材の点検
等を実施する。

災害発生時の救助や避難活動に備えるため、
資機材・食糧等の備蓄を進める。

災害情報・防災情報を市民に伝えるため、防
災行政無線施設を維持管理する。

浸水や冠水を防止するため、河川や水路・樋
門・排水機場等を維持管理する。

河川環境の保全と市民の意識向上を図るた
め、自治会による地域ぐるみの河川清掃を支
援する。

河川流域の住民が安心・安全に生活できるよ
うに機能性の向上を図り、生活の安全を確保
する。

職員の水防配置・動員計画を策定し、台風や
大雨の際に迅速かつ的確な応急活動を実施す
る。

CATVとスマートフォンを利用して災害情報・
生活情報を配信するデータ放送設備の保守・
更新を実施する。

事業内容・実施方針
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R5 R6 2カ年事業費

継続
消防本部救急活動特殊
機器整備事業（法令）

→ → 6,522

消
防
本
部

管
理
課

継続
はしご消防自動車共同
運用事業

→ → 2,668

消
防
本
部

管
理
課

継続 市民への防災講習事業 → → 1,034

消
防
本
部

消
防
課

継続
救急救命士及び救急隊
員の育成研修・参画事
業

→ → 11,986

消
防
本
部

消
防
課

継続
市民への火災に対する
予防知識普及事業

→ → 1,816

消
防
本
部

予
防
課

R5 R6 2カ年事業費

継続 防犯対策事業 → → 14,701
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続 防犯灯維持管理事業 → → 77,365
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続
自治会防犯灯設置支援
事業

→ → 14,985
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続 消費生活研究事業 → → 6,640
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

　施策４　防犯対策の推進
　施策の目的

　犯罪が減り市民が安心して生活できる

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

秋と春の火災予防運動や、甲種防火管理新
規・再講習（３年に一度）等の事業を実施す
る。

防犯対策として、小中学校・大型店舗・果樹
地帯などで青色防犯パトロールを実施する。

夜間における歩行者の安全と犯罪防止のた
め、防犯灯を維持管理する。

夜間の防犯対策として、自治会による防犯灯
の設置や修繕に対し補助金を交付する。

市民自らが賢い消費者となるよう啓発活動を
実施し、消費生活相談窓口を設置する。

南アルプス消防署・八田消防署における救急
活動に要する資機材を整備する。

峡南消防本部と共同運用するはしご消防自動
車の維持管理を実施する。

市民を対象に防火・防災・救急の講習会を開
催し、救命率の向上と防火防災意識の高揚を
図る。

救急救命士と指導救命士の育成、救急隊員の
救急活動資格に関する研修等に参画する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
社会を明るくする運
動・啓発活動支援事業

→ → 498
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続 保護司活動支援事業 → → 2,380
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続 無料法律相談委託事業 → → 2,112
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

R5 R6 2カ年事業費

継続
交通安全対策・指導事
業

→ → 3,546
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
交通安全協会活動支援
事業

→ → 3,736
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
専門交通指導員活動事
業

→ → 11,184
総
務
部

防
災
危
機

管
理
課

継続
交通安全施設整備事業
（交通安全対策特別交
付金事業）

→ → 14,894
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続
交通安全施設整備事業
（単独）

→ → 892
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続 交通災害共済事業 → → 1,471
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

　施策５　交通安全の推進
　施策の目的

　市民が交通事故に遭わない、交通事故を起こさない

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

自治会や学校等からの要望により、危険個所
に注意看板等を設置・修繕し、安全な交通環
境づくりを推進する。

交通事故被害者への見舞金制度により、市民
の相互救済を実施する。

罪を犯した者の更生や社会復帰を助け犯罪予
防を図る保護司会の活動を支援する。

弁護士・司法書士による無料の法律相談を開
催し、広く市民に法律相談を受ける機会を提
供する。

街頭指導等により交通安全意識の高揚を図
り、安全で快適な市民生活の実現に寄与す
る。

交通安全を推進する南アルプス交通安全協会
の活動を支援する。

専門交通指導員による登校時の街頭指導や交
通安全教室を実施し、交通事故防止に努め
る。

自治会等からの要望によりカーブミラーを新
設・修繕し、安全な交通環境づくりを推進す
る。

罪を犯した者の更生や社会復帰を助け、犯罪
のない明るい社会を築くため、啓発活動を実
施する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
水力発電所維持管理事
業

→ → 14,802
市
民
部

環
境
課

継続
自然エネルギー導入促
進事業

→ → 412
市
民
部

環
境
課

継続 エコライフ促進事業 → → 11,260
市
民
部

環
境
課

継続 緑のカーテン推進事業 → → 604
市
民
部

環
境
課

継続
ユネスコエコパーク推
進事業

→ → 20,942

産
業
観
光
部

観
光
推
進
課

継続
芦安山岳館管理運営事
業

→ → 28,152

産
業
観
光
部

観
光
推
進
課

継続
南アルプス自然環境保
全活用連携協議会参画
事業

→ → 386

産
業
観
光
部

観
光
推
進
課

継続
南アルプスユネスコエ
コパーク山梨県連絡協
議会参画事業

→ → 1,802

産
業
観
光
部

観
光
推
進
課

継続
あやめサミット参加事
業

→ → 304

産
業
観
光
部

観
光
推
進
課

継続
清良平保全対策検討事
業

→ → 2,662

産
業
観
光
部

観
光
推
進
課

　施策６　自然との共生
　施策の目的

　市民が自然環境を保護、活用する
　ﾕﾈｽｺｴｺﾊﾟｰｸのｴﾘｱ（市内全域）において生物多様性が保全される

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

南アルプスユネスコエコパークの推進体制確
立を目指し、効果的な普及啓発事業を実施す
る。

南アルプスユネスコエコパークの拠点である
芦安山岳館の管理運営を実施する。

南アルプスユネスコエコパーク構成市町村
（山梨、長野、静岡県10市町村）が管理運
営・推進事業を実施する協議会に参画する。

南アルプスユネスコエコパーク山梨県域（韮
崎市、南アルプス市、北杜市、早川町）の管
理運営・推進事業を実施する協議会に参画す
る。

全国市町村あやめサミット連絡協議会に参画
し、観光振興を図る。

新たな観光スポットとして清良平の自然環境
を把握・保全し、活用方法を検討する。

金山沢川水力発電所を安全で効率的に運転す
るため、施設を維持管理する。

地球温暖化防止につながる自然エネルギー導
入を促進するため、市民が理解を深められる
施策を実施する。

低炭素社会の実現に寄与するため、省エネ設
備を設置した者に補助金を交付する。

地球温暖化対策のひとつとして、みどりの
カーテンの設置を推進し、普及・啓発のため
の支援を実施する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
櫛形山アヤメ保全対策
事業

→ → 11,426

産
業
観
光
部

観
光
推
進
課

継続
希少動植物環境保全事
業

→ → 6,928

産
業
観
光
部

観
光
推
進
課

R5 R6 2カ年事業費

継続
三郡衛生組合運営参画
事業（火葬場）

→ → 136,054
市
民
部

戸
籍
市
民
課

継続 環境審議会運営事業 → → 414
市
民
部

環
境
課

継続 環境整備計画事業 → → 72
市
民
部

環
境
課

継続
コミュニティプラント
管理事業

→ → 10
市
民
部

環
境
課

継続 スズメバチ等駆除事業 → → 826
市
民
部

環
境
課

継続 市営墓地管理事業 → → 10
市
民
部

環
境
課

継続
資源回収センター運営
事業

→ → 98,552
市
民
部

環
境
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

　施策７　生活環境の保全

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

市民が安心・安全に公共施設を利用できるよ
う、スズメバチ等を駆除し、環境の保全に努
める。

市営墓地（若草地区浅原）の、草刈等の維持
管理を実施する。

リサイクルの推進とごみの減量化を図るた
め、資源回収センターを運営する。

県自然記念物である櫛形山アヤメ群生の復活
を目指し、保全対策と希少植物の保護を推進
する。

高山帯や櫛形山等の希少動植物乱獲防止のた
め、パトロールや登山者へのマナー指導を実
施する。

火葬場を円滑に運営するため、三郡衛生組合
へ参画する。

環境保全対策に関する事項を調査・審議する
ため、環境審議会を運営する。

一般廃棄物に関する諸問題を協議・解消する
ため、生活環境保全検討委員会を運営する。

公共下水道の供用開始に伴い使用廃止となっ
たコミュニティプラントを管理する。

　施策の目的

　市民が良好な生活環境の中で暮らす
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R5 R6 2カ年事業費

継続 ぼかし利用促進事業 → → 370
市
民
部

環
境
課

継続
生ごみ処理機導入促進
事業

→ → 1,100
市
民
部

環
境
課

継続
アダプトプログラム推
進事業

→ → 226
市
民
部

環
境
課

継続 野犬等保護捕獲事業 → → 842
市
民
部

環
境
課

継続 狂犬病予防対策事業 → → 1,202
市
民
部

環
境
課

新規
猫不妊・去勢手術助成
事業

≫
●

4,850
市
民
部

環
境
課

継続 水質調査事業 → → 9,516
市
民
部

環
境
課

継続 公害対策事業 → → 732
市
民
部

環
境
課

継続
自動車騒音常時監視調
査事業

→ → 2,556
市
民
部

環
境
課

継続 不法投棄監視活動事業 → → 10,832
市
民
部

環
境
課

継続
ごみカレンダー作成事
業

→ → 6,616
市
民
部

環
境
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

不法投棄物の根絶を目指し、不法投棄監視員
によるパトロールと撤去・処理を実施する。

ごみ収集カレンダーを作成・配布し、収集日
と分別方法を周知することで、スムーズなご
み処理を実施する。

安心・安全な生活環境を維持するため、野犬
等を保護捕獲し、適正飼育の啓発活動を実施
する。

狂犬病を予防するため、集合注射を実施し、
鑑札・注射済票を交付して犬の登録・管理を
実施する。

飼い猫、飼い主のいない猫の不妊・去勢手術
費の補助金を交付する。

河川・地下水・事業所排水等の水質を調査
し、環境保全のための基礎データ収集と監視
を実施する。

公害への苦情や公害発生の情報に対応し、原
因を調査して対策を講じる。

自動車騒音の状況を継続的に調査・把握し、
環境保全のために情報を提供する。

生ごみの減量化と堆肥化による資源の有効利
用を推進するため、ぼかしを配布する。

一般家庭の生ごみの減量化を図るため、生ご
み処理機やコンポストの購入者へ補助金を交
付する。

公園・道路・河川等の美化を図るため、ボラ
ンティア団体や企業による環境美化活動を推
進する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 地区・ごみ清掃事業 → → 930
市
民
部

環
境
課

継続
中巨摩地区広域事務組
合運営参画事業

→ → 975,221
市
民
部

環
境
課

継続 リサイクル推進事業 → → 124,958
市
民
部

環
境
課

継続
県最終処分場運営参画
事業

→ → 96,204
市
民
部

環
境
課

継続
山梨西部広域環境組合
運営参画事業

→ → 61,858
市
民
部

環
境
課

継続 環境美化員活動事業 → → 718
市
民
部

環
境
課

継続 家庭ごみ収集運搬事業 → → 331,090
市
民
部

環
境
課

継続 粗大ごみ収集運搬事業 → → 4,596
市
民
部

環
境
課

継続 動物死骸処理事業 → → 4,066
市
民
部

環
境
課

継続 不法投棄対策事業 → → 600
市
民
部

環
境
課

継続
三郡衛生組合運営参画
事業（し尿処理場）

→ → 403,524
市
民
部

環
境
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

櫛形・甲西・若草地区から排出されたし尿を
適正に処理するため、三郡衛生組合に参画す
る。

令和13年度からの稼働を予定している、新た
なごみ処理施設の建設等を担う山梨西部広域
環境組合の運営に参画する。

ごみの減量化とリサイクル推進のため、環境
美化員と協力し、環境美化やごみ収集への助
言・指導を実施する。

市指定ごみ袋の作成と、家庭から排出される
可燃ごみ・不燃ごみの収集運搬を実施する。

家庭から排出される可燃粗大ごみ・不燃粗大
ごみ・有料ごみの収集運搬を実施する。

環境衛生を維持するため、交通事故等による
動物の死骸を回収し、火葬処理を実施する。

地域のボランティアを中心とした不法投棄物
の撤去作業を支援する。

地域の自治会等が自主的に実施する清掃など
の環境美化活動を支援する。

一般廃棄物の適正処理のため、中巨摩地区広
域事務組合の運営に参画する。

ごみ分別・リサイクル意識の向上と再資源化
の重要性を周知し、焼却ごみの減量化に取り
組む。

一般廃棄物最終処分場（境川処分場）の整備
に伴い、負担金を支出する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
浄化槽設置整備支援事
業

→ → 21,320
市
民
部

環
境
課

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

公共下水道計画区域外と農業集落排水処理区
域外における浄化槽設置者に対し、補助金を
交付する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 多文化共生事業 → → 100

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

継続 国際交流協会管理事業 → → 28,142

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

継続 男女共同参画啓発事業 → → 604
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続
男女共同参画審議会開
催事業

→ → 466
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続
ハーモニープラン推進
会議開催事業

→ → 780
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続
ハーモニーフォーラム
開催事業

→ → 466
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続
女性団体連絡協議会活
動支援事業

→ → 606
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続 人権擁護委員活動事業 → → 1,622
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

ハーモニープランを推進して市民ぐるみで男
女共同参画に取り組むため、会議を開催す
る。

男女共同参画社会の実現に向け、市民の理解
と関心を深めるため、フォーラムを開催す
る。

女性団体連絡協議会の事業活動を促進するた
め、補助金を交付する。

人権相談や啓発活動を実施する人権擁護委員
の活動を支援する。

多文化共生のため、外国語情報誌を発行し、
国際交流協会による日本語教室等の事業を助
成する。

海外姉妹都市交流や多文化共生事業を実施す
る国際交流協会を支援する。

男女共同参画社会の必要性について理解を深
めてもらうため、啓発活動を実施する。

男女共同参画の推進に関する重要事項の調
査・研究を実施するため、審議会を開催す
る。

政策２　　ともに生き支えあうまちの形成

　施策８　多様性社会の構築
　施策の目的

　市民が年齢・性別・文化などに関係なく、互いに尊重して暮らす
　ことができる
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R5 R6 2カ年事業費

継続
地域福祉計画策定・進
行管理事業

→ → 1,984

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続
社会福祉協議会運営支
援事業

→ → 173,658

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続 市慰霊祭開催事業 → → 960

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続 遺族会活動支援事業 → → 490

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続
社会福祉相談専門員育
成事業

→ → 1,036

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続
民生委員・児童委員活
動事業

→ → 19,199

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続
民生委員・児童委員協
議会活動支援事業

→ → 1,068

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

新規
コミュニティソーシャ
ルワーカー配置事業

≫ → 38,000

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続
災害時要援護者台帳シ
ステム整備事業

→ → 78

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続
アウトリーチ等を通じ
た継続的支援事業

→ → 12,000

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

災害時要援護者台帳システムにより、支援が
必要な人を把握し、地域と協働して支援体制
を構築する。

重層的支援体制整備事業の実施に向けて、支
援につながっていない人への関わりや潜在的
ニーズの把握のための支援員を配置する。

戦没者の霊を慰め恒久平和を啓発するため、
慰霊祭を開催する。

戦没者を慰霊し平和の大切さを次世代へ伝え
ていく遺族会の運営・活動を支援する。

多様化する福祉ニーズに対応した相談体制を
充実させるため、社会福祉主事等を育成す
る。

地域福祉の推進を担う民生委員・児童委員の
活動に対して費用弁償、研修負担金を支給す
る。

民生委員・児童委員の活動の拡大と資質の向
上を図るため、協議会の運営を支援する。

重層的支援体制整備事業の実施に向けて、制
度の狭間のない「断らない相談」の身近な窓
口として、社会福祉協議会にコミュニティ
ソーシャルワーカーを配置する。

地域福祉の推進と地域福祉計画の進行管理の
ため、地域福祉施策推進会議で継続的に協議
する。

地域に密着した福祉事業を展開する社会福祉
協議会の運営を支援する。

　施策９　地域福祉の充実
　施策の目的

　市民が地域でお互いさまの気持ちをもって、支えあい・助け
　あいを実践できる
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R5 R6 2カ年事業費

新規 多機関協働事業 ≫ → 1,684

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

R5 R6 2カ年事業費

継続 災害見舞金支給事業 → → 80

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続 福祉総合相談事務経費 → → 1,276

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続
子ども若者ささえ愛基
金事業

→ → 5,000

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続
生活困窮者自立支援事
業

→ → 20,002

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続 就労準備支援事業 → → 12,000

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続
小中学校生理用品配置
事業

● 416

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続 地域自殺対策強化事業 → → 694

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続
生活保護被保護者自立
支援事業

→ → 12,302

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

生活保護に至る前段階の生活困窮者の自立を
支援するため、相談事業や居住確保給付金の
支給等を実施する。

複合的な理由により就労に向けた準備が整っ
ていない生活困窮者等を支援し、就労の可能
性を高める。

コロナ禍の中、生理の貧困問題が顕在化する
中で、安心した学校生活が送れるよう小中学
校の女子トイレに生理用ナプキンを常備す
る。R6～教育委員会にて所管する。

自殺対策強化のため、相談会や研修会等を開
催し、適切な相談機関につなげる仕組みを構
築する。

生活保護受給者等の自立助長のため、専門的
知識を持つ相談員を雇用し、多面的に支援す
る。

重層的支援体制整備事業の実施に向けて、複
合的な課題を抱えるケースへの包括的支援の
ための調整機能を確立し、ケース会議やプラ
ン作成を進める。

火災により全焼した住宅の所有者の生活再建
のため、見舞金を給付する。

福祉に関する多様な相談窓口を一元化し、相
談者の利便性向上と相談対応の迅速化を図
る。

子ども及び若者の未来を応援するために活動
している団体等に助成金を交付する。

　施策10　福祉総合相談体制の充実
　施策の目的

　市民が生活に困っても、生きることをあきらめない
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R5 R6 2カ年事業費

継続
中国残留邦人の支援・
相談事業

→ → 810

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続 生活保護費支給事業 → → 1,400,132

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続
中国残留邦人生活支援
給付金支給事業

→ → 22,462

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

継続
子ども若者ささえ愛基
金積立金

→ → 86

保
健
福
祉
部

福
祉
総
合

相
談
課

R5 R6 2カ年事業費

継続
市保育所連合会活動支
援事業

→ → 888

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
放課後児童クラブ維持
管理事業

→ → 29,028

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
放課後児童クラブ運営
事業

→ → 266,128

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
民間保育所活動支援事
業

→ → 336,557

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続 施設型給付事業 → → 2,597,930

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

私立保育園等が実施する延長保育事業などの
保育充実事業を支援する。

保育の受け皿となる私立の幼稚園・認定こど
も園・保育園等に、運営費を給付する。

生活保護制度の受給要件を満たした世帯に生
活保護費を支給し、自立助長のための支援を
実施する。

中国残留邦人の生活の安定を図るため、支援
給付金を支給する。

子ども及び若者への支援を目的とした寄附金
を必要な経費の財源に充てるため、基金とし
て積み立てる。

保育所連合会による保育所（園）長会・保育
士会・保護者会の三者合同研修活動を支援す
る。

放課後児童クラブの良好な施設環境を保つた
め、適切に維持管理する。

放課後に家庭で過ごすことができない児童に
遊びと生活の場を提供し、健全育成を図る。

　施策11　保育・幼児教育の充実
　施策の目的

　未就学児が、適切な環境のもとで、心身が健全に発達する

中国残留邦人の生活を支援するため、支援相
談員を雇用し、関連事務を実施する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 施設等利用給付事業 → → 33,298

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
公立保育所会計年度任
用職員配置事業

→ → 934,470

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
若草保育所新築整備事
業

● 502,803

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

新規
保育所等おむつ園内処
分事業

≫ → 18,422

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

新規
南部保育所主食提供整
備事業

≫ → 14,090

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
大明保育所指定管理事
業

→ → 330,550

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
北部学校給食センター
給食事業（保育所給
食）

→ → 93,556

教
育
委
員
会

市
立
学
校

給
食
セ
ン
タ
ー

R5 R6 2カ年事業費

継続
がんばる子育て応援利
子補給事業

→ → 276

総
合
政
策
部

ふ
る
さ
と

振
興
課

継続
ファミリーサポートセ
ンター運営事業

→ → 8,350

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

　施策12　子育て支援の充実
　施策の目的

　保護者が安心して子育てができる

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

子育てを「手助けしてほしい人」・「お手伝
いしたい人」を橋渡しし、仕事等と育児の両
立を支援する。

市内の金融機関から教育資金を借り入れた多
子世帯の利息を補助し、経済的負担を軽減す
る。

南部７保育所（櫛形中央、櫛形北、櫛形西、
豊、若草、落合、南湖）において、主食（白
米等）の提供を行う。

指定管理者制度により民間のノウハウを活用
して効率的に運営し、充実した保育を提供す
る。

八田・白根地区の保育所に、安心・安全な給
食を提供する。

幼児教育・保育の無償化に伴い未移行幼稚
園、預かり保育、認可外保育、ファミサポ・
病児保育等の利用について支援する。

入所児童に対する適正な保育士・調理員の配
置に加え、特別な支援や早番・遅番等に対応
するため会計年度任用職員を雇用する。

老朽化し、狭小となった若草保育所を移転新
築する。

市内保育所における使用済み紙オムツの持ち
帰りを廃止し、保護者と保育所保育士の負担
軽減を図る。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
子ども・子育て支援事
業計画進捗管理事業

→ → 6,788

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
芦安大曽利子供憩いの
家管理運営事業

→ → 178

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
ひとり親家庭医療費助
成事業

→ → 84,530

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続 母子自立支援給付事業 → → 5,868

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
ひとり親家庭支援費給
付事業

→ → 1,800

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
母子生活支援施設入所
措置に関する事業

→ → 7,036

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続 子育て応援講座事業 → → 1,770

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続 地域子育て支援事業 → → 124,976

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続 子ども用品貸出事業 → → 7,586

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続 子育て短期支援事業 → → 428

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
地域子育て支援力拡大
事業

→ → 1,824

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

子ども・子育て支援事業計画の策定・進捗管
理や課題の検討のため、会議を開催する。

子育て支援の充実を図るため、地域子育て支
援拠点事業や一時預かり事業を実施する。

子育て世帯の負担軽減のため、希望者にベ
ビーベットとチャイルドシートを無料で貸し
出す。

保護者の疾病その他の理由により家庭におい
て児童を養育することが困難となった場合、
一時的に児童養護施設等において養育または
保護する。

少子化対策の取り組みとして、ボランティア
育成や子育て支援力拡大の事業を実施する。

地域住民と子どもとの交流の場となる施設を
管理運営する。

ひとり親世帯の経済的・精神的負担を軽減す
るため、医療費を助成する。

ひとり親家庭の母親・父親の自立を支援する
ため、資格取得の手助けや就業斡旋を実施す
る。

ひとり親世帯の経済的・精神的負担を軽減す
るため、入学支度金を支給する。

生活や子どもの養育が困難な母子を専門施設
に入所させ、保護し、自立を支援する。

就学前の児童を養育する親を対象に講座を開
催し、前向きに子育てができるよう支援す
る。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
子育てサービス利用者
支援事業

→ → 16,290

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続 子ども医療費助成事業 → → 690,020

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続 病児・病後児保育事業 → → 48,146

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続 児童扶養手当給付事業 → → 550,204

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続 児童手当給付事業 → → 2,312,900

保
健
福
祉
部

子
育
て
支
援
課

継続
南アルプス市子ども家
庭総合支援拠点事業

→ → 12,426

保
健
福
祉
部

こ
ど
も
家
庭

相
談
課

継続
途切れのない支援推進
事業

→ → 4,576

保
健
福
祉
部

こ
ど
も
家
庭

相
談
課

継続
新生児おむつ代支給事
業

→ → 24,674

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 八田児童館活動事業 → → 464

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

継続
八田児童館維持管理事
業

→ → 5,822

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

継続
若草なかよし児童館活
動事業

→ → 498

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

子どもに健全で楽しい遊びを提供し、生活の
安定と心身の発達を図る。

子どもの健全な遊び場となる児童厚生施設を
維持管理する。

子どもに健全で楽しい遊びを提供し、生活の
安定と心身の発達を図る。

子どもの保健福祉の増進を図るため、病児・
病後児保育を実施する私立保育園を支援し、
受入れ自治体に負担金を支出する。

ひとり親家庭等の生活の安定と自立、児童の
心身の健やかな成長を支援するため、手当を
支給する。

子どもの健全育成を社会全体で支えるため、
中学生までの児童を養育している者に手当を
支給する。

地域の全ての子ども・家庭の相談に対応する
子ども支援の専門性を持った相談体制を整備
する。

福祉、教育等の関係機関の連携により子ども
の発達障害及び保護者等に係る相談体制を構
築する。

子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、
乳児の紙おむつ等の購入を補助する。

子育ての相談や必要な情報提供を、身近な場
所で実施する。

18歳までの子どもの医療費を助成し、子育て
家庭の負担軽減と子どもの保健福祉の増進を
図る。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
若草なかよし児童館維
持管理事業

→ → 2,856

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

継続
おおケヤキ児童館活動
事業

→ → 488

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

継続
おおケヤキ児童館維持
管理事業

→ → 3,326

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

継続
青少年児童センター維
持管理事業

→ → 15,002

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

継続
青少年児童センター活
動事業

→ → 2,036

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

継続
児童館会計年度任用職
員事務

→ → 101,496

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

継続
放課後子ども教室推進
事業

→ → 600

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

継続 白根児童館活動事業 → → 488

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

継続
白根児童館維持管理事
業

→ → 126

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

継続 甲西児童館活動事業 → → 520

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

継続
甲西児童館維持管理事
業

→ → 3,526

保
健
福
祉
部

市
立
児
童
館

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

子どもに健全で楽しい遊びを提供し、生活の
安定と心身の発達を図る。

子どもの健全な遊び場となる児童厚生施設を
維持管理する。

子どもの健全な遊び場となる児童厚生施設を
維持管理する。

子どもに健全で楽しい遊びを提供し、生活の
安定と心身の発達を図る。

児童の健全育成を支援するため、児童セン
ター及び５児童館に児童館活動と施設管理を
担う児童厚生員を配置する。

放課後の子どもに安全で安心な居場所を設
け、ボランティアの参画を得て学習・スポー
ツ等を通して交流を図る。

子どもに健全で楽しい遊びを提供し、生活の
安定と心身の発達を図る。

子どもの健全な遊び場となる児童厚生施設を
維持管理する。

子どもの健全な遊び場となる児童厚生施設を
維持管理する。

子どもに健全で楽しい遊びを提供し、生活の
安定と心身の発達を図る。

子どもの健全な遊び場となる児童厚生施設を
維持管理する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
高齢者の保健事業と介
護予防の一体的実施事
業

→ → 2,436
市
民
部

国
保
年
金
課

継続
養護老人ホーム入所判
定委員会運営事業

→ → 118

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
養護老人ホーム入所措
置事業

→ → 195,264

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
高齢者虐待等緊急一時
保護支援事業

→ → 2,147

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
介護保険特別会計介護
保険事業繰出金

→ → 1,774,754

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
介護保険特別会計地域
支援事業繰出金

→ → 85,751

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
低所得者介護保険料軽
減事業繰出金

→ → 143,213

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
社会福祉法人利用者負
担減免措置費支援事業

→ → 6,588

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
櫛形社会福祉会館（福
祉センター）管理運営
事業

→ → 7,522

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
白根げんき館管理運営
事業

→ → 1,202

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

　施策13　高齢者福祉の充実
　施策の目的

　高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送ることができる

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

指定管理者制度により、社会福祉協議会が介
護予防拠点施設の運営と維持管理を実施す
る。

介護保険特別会計事務費・介護給付費を、特
別会計に繰り出す。

高齢者の介護予防を目的とした地域支援事業
費を、特別会計に繰り出す。

低所得者の介護保険料負担の増大を抑制する
ため、保険料軽減に要する費用を特別会計に
繰り出す。

介護保険サービスを提供する社会福祉法人等
が軽減した利用者負担分を、補助金として交
付する。

福祉・健康の増進やレクリエーション・ボラ
ンティアを推進する会館の運営・維持管理を
実施する。

後期高齢者医療広域連合と市(国保年金・介護
福祉・健康増進課)が協力し高齢者の保健事業
と介護予防を一体的に実施する。

65歳以上の高齢者を養護老人ホームへ措置す
るため、判定を実施する。

65歳以上で環境的・経済的理由により居宅で
の養護が困難な者の老人ホームへの入所措置
を実施する。

養護者から虐待を受けた高齢者等を、特別養
護老人ホーム等で緊急的に一時保護する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
下今井ふれあいセン
ター管理運営事業

→ → 690

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
鏡中條ふれあいセン
ター管理運営事業

→ → 958

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
藤田ふれあいセンター
管理運営事業

→ → 558

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
くしがたすこやか八幡
館管理運営事業

→ → 1,652

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続 敬老祝品等支給事業 → → 13,410

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
いきいき山梨ねんりん
ピック参加事業

→ → 30

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
老人クラブ支援事業
（県補助）

→ → 8,312

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
老人クラブ支援事業
（市単独）

→ → 2,824

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
通所型介護予防サービ
ス事業（通所Ｅ）

→ → 22,108

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続 協議体活動費交付事業 → → 8,000

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
食の自立・見守りサー
ビス事業

→ → 19,534

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

いきいき山梨ねんりんピックへの参加を促
し、高齢者の健康増進を図る。

高齢者福祉の活動を積極的に支援し保健福祉
の向上を図るため、老人クラブへ助成する。

明るい長寿社会づくりに資する老人クラブ
の、社会参加活動や生きがいづくり活動を支
援する。

介護予防施設等において、日常動作訓練や生
きがいづくり活動を支援する。

第３層協議体に対し、自治会を通して活動費
を助成し、活動を支援する。

調理が困難な高齢者や高齢者のみの世帯に食
事を届け、安否確認を実施する。

高齢者の介護予防と健康増進を図るため、介
護予防拠点施設を維持管理する。

高齢者の介護予防と健康増進を図るため、介
護予防拠点施設を維持管理する。

高齢者の介護予防と健康増進を図るため、介
護予防拠点施設を維持管理する。

高齢者の介護予防と健康増進を図るため、介
護予防拠点施設を維持管理する。

高齢者に祝品等を支給することにより、敬老
の意を表し、長寿を祝福する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
寝たきり高齢者訪問理
美容サービス費助成事
業

→ → 144

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続 通院サービス事業 → → 3,522

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

継続
成年後見地域連携ネッ
トワーク運営事業

→ → 3,760

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

新規 介護基盤整備事業
≫
●

36,600

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

新規 介護基盤開設準備事業
≫
●

8,226

保
健
福
祉
部

介
護
福
祉
課

R5 R6 2カ年事業費

継続
白根乗馬福祉公園管理
事業

→ → 21,120

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
障害者福祉会活動支援
事業

→ → 1,002

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
視覚障害者福祉会活動
支援事業

→ → 142

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

新規
障害者計画・障害福祉
計画策定事業

≫ ● 2,591

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

　施策14　障がい者福祉の充実
　施策の目的

　市民が、障がいの有無にかかわらず、誰もがいきいきと日常
　生活を送ることができる

指定管理者制度により施設を管理し、障害者
の精神・運動機能向上を図るホースセラピー
事業を実施する。

障害者の社会参加促進と自立支援のため、障
害者福祉会の活動を支援する。

視覚障害者の社会参加促進と自立支援のた
め、視覚障害者福祉会の活動を支援する。

令和６年度からの３ヶ年の「第７期障害福祉
計画・第３期障害児福祉計画」の策定及び令
和７年度から５ヶ年の「第５次南アルプス市
障害者計画」を策定する。

美容院に行くことが困難な在宅の寝たきり高
齢者が、訪問理美容を利用した際の経費の一
部を助成する。

無医地区の芦安地区で、公共交通機関の利用
が困難な高齢者を、市内の医療機関に送迎す
る。

成年後見制度利用促進のための協議会の運営
及び市民後見人の養成等を実施する。

介護保険事業計画に基づき、看護小規模多機
能型居宅介護事業所の整備に対し補助金を交
付する。

介護保険事業計画に基づき、看護小規模多機
能型居宅介護事業所の開設準備に対し補助金
を交付する
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R5 R6 2カ年事業費

継続
重度心身障害者医療費
助成事業

→ → 535,130

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
特別障害者手当等支給
事業

→ → 69,698

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
重度心身障害者介護慰
労金支給事業

→ → 500

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
介助用自動車購入費等
助成事業

→ → 2,000

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
障害者福祉タクシー初
乗り運賃助成事業

→ → 13,536

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
心身障害児童福祉手当
支給事業

→ → 15,336

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
心身障害者福祉手当支
給事業

→ → 68,064

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
軽度・中等度難聴児補
聴器購入助成事業

→ → 600

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
地域活動支援センター
事業（障害者自立支
援）

→ → 43,294

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
障害者移動支援事業
（障害者自立支援）

→ → 20,000

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
手話通訳者等派遣事業
（障害者自立支援）

→ → 5,920

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

障害児者の地域における自立を支援するた
め、創作的活動や生産活動の機会を提供す
る。

障害児者の日常生活や社会参加に必要な外出
時の移動を支援する。

聴覚障害者の申し出により、手話通訳者を派
遣し、日常生活や社会参加を支援する。

在宅の重度心身障害者の介護者に慰労金を支
給し、肉体的・精神的負担を労う。

在宅の重度障害者等が介助用自動車を購入す
る際に、改造費差額を助成する。

在宅の重度心身障害者の社会参加を促進する
ため、タクシーの初乗り運賃を助成する。

心身に障害のある児童を保護する者に手当を
支給し、児童の健全な発育と福祉の増進に寄
与する。

障害者のいる世帯の生活の安定と福祉の増進
のため、手当を支給する。

軽度・中等度難聴児に対して、補聴器の購入
費を助成し、経済的負担を軽減する。

重度心身障害者の経済的負担を軽減するた
め、医療費保険診療の自己負担分を助成す
る。

日常生活において常時特別な介護を要する在
宅の最重度障害児者に、手当を支給する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
手話通訳設置事業（障
害者自立支援）

→ → 6,264

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
障害者日中一時支援事
業（障害者自立支援）

→ → 47,938

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
障害者相談支援事業
（障害者自立支援）

→ → 26,812

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
手話奉仕員養成研修事
業（障害者自立支援）

→ → 880

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
障害者自動車運転免許
取得費助成事業（障害
者自立支援）

→ → 400

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
障害者自動車改造費助
成事業（障害者自立支
援）

→ → 400

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
障害者訪問入浴サービ
ス事業（障害者自立支
援）

→ → 6,000

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
障害者日常生活用具給
付事業（障害者自立支
援）

→ → 35,280

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
障害者成年後見制度利
用事業（障害者自立支
援）

→ → 1,222

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
地域生活支援拠点整備
事業

→ → 138

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
補装具支給事業（障害
者自立支援）

→ → 41,000

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

障害者の高齢化・重度化や「親なきあと」を
見据え、地域生活を支えるため多機能を担う
拠点を整備する。

身体障害者の生活に必要不可欠な車椅子・補
聴器等の購入や修理に係る費用の一部を助成
する。

聴覚障害者との交流の促進を担う人材とし
て、手話表現技術を習得した手話奉仕員を養
成する。

身体障害者の社会参加の促進を図るため、自
動車操作訓練による運転免許取得費の一部を
助成する。

身体障害者の社会参加の促進を図るため、自
動車改造費用の一部を助成する。

入浴が困難な重度障害者の居宅を訪問し、移
動式の浴槽による入浴サービスを提供する。

在宅の重度障害者に特殊ベッドや入浴補助用
具等の日常生活用具を給付する。

知的障害者や精神障害者の権利擁護を図るた
め、成年後見制度の利用を支援する。

聴覚障害者への意思疎通の支援と適切な対応
のため、手話通訳士を配置し、相談業務等を
実施する。

障害者を扶養する家族の一時的な休息のた
め、障害者の日中における活動の場を確保す
る。

障害児者の自立した生活を支援するため、本
人や保護者等の相談に応じ、必要な情報を提
供する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
自立支援医療給付事業
（更生医療）

→ → 120,416

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
障害支援区分認定等事
業（障害者自立支援）

→ → 5,748

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
自立支援給付事務経費
（障害者自立支援）

→ → 7,202

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
介護給付・訓練等給付
事業（障害者自立支
援）

→ → 3,044,626

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続
自立支援医療給付事業
（育成医療）

→ → 3,912

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

継続 障害児通所等給付事業 → → 759,162

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

新規
療養介護給付事業（障
害者自立支援）

≫ → 18,508

保
健
福
祉
部

障
が
い
福
祉
課

R5 R6 2カ年事業費

継続
市愛育会運営・支援事
業

→ → 1,422

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 不妊治療費助成事業 → → 19,628

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

　施策15　母子保健の充実

障害をもつ児童が身体の機能障害を除去・軽
減させるために受けた医療費の一部を給付す
る。

障害を持つ児童の特性に応じた専門的な支援
のため、必要な福祉サービスを提供する。

障害児者が自立した日常生活を営むことがで
きるよう、障害福祉サービスを提供する。

健康づくりの推進を図るため、母子愛育連合
会の企画や実践活動を支援する。

不妊治療費を受けている夫婦の治療費の一部
を助成し、少子化対策の一助とする。

　施策の目的

　母が、安心して妊娠・出産し、育児ができる
　０歳～３歳児が、健やかに育つ

身体障害者が身体の機能障害を除去・軽減さ
せるために受けた医療費の一部を給付する。

障害に応じた適切な福祉サービスを支給する
ため、支援区分を認定調査する審査会を運営
する。

障害福祉サービス利用者に対し、受給者証を
交付する。

障害児者が自立した日常生活を営むことがで
きるよう、障害福祉サービスを提供する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 母子健康手帳交付事業 → → 872

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 乳幼児健診事業 → → 28,974

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 母子健康相談事業 → → 2,814

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 母子健康教育事業 → → 1,208

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 乳幼児発達支援事業 → → 4,248

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 母子訪問事業 → → 4,330

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
妊産婦・乳幼児健康診
査助成事業

→ → 119,760

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
小児慢性特定疾病児童
日常生活用具給付事業

→ → 382

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
未熟児養育医療給付事
業

→ → 9,010

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 産前産後ケア事業 → → 22,078

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

新規
出産・子育て応援交付
金事業

≫ → 116,760

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

在宅療養の小児慢性特定疾患認定児の、日常
生活用具費用の一部を助成する。

低出生体重児の養育に必要な医療を給付し、
乳児の健康管理と健全な育成を図る。

産前産後の状況を情報収集しながら母に寄り
添い、楽しく出産育児ができるよう支援す
る。

妊婦や子育て家庭が安心して出産・子育てで
きるよう、相談支援と経済的支援を一体的に
行う。

健診により乳幼児期の疾病予防と異常の早期
発見を図り、健やかな育ちを支える環境を整
える。

母子の健康を保持増進し、育児不安等の軽減
を図るための相談を実施する。

妊婦・乳幼児と保護者を対象に、健康保持増
進や育児に関する情報・知識を提供する教室
を開催する。

心身発達にアンバランスが生じている乳幼児
を早期発見し、将来に向けた支援を実施す
る。

生後４ヶ月までの乳児がいる家庭を保健師や
助産師が訪問し、母子の健康管理に必要な支
援を実施する。

妊婦・乳幼児の健診や精密検査費を助成し、
適切な医療や保健指導が受けられるよう支援
する。

妊婦に対して母子健康手帳を交付し、母子の
健康管理を支援する。

部局 課室
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R5 R6 2カ年事業費

継続
後期高齢者医療健診事
業

→ → 52,590
市
民
部

国
保
年
金
課

新規
食生活改善推進員養成
事業

≫
●

312

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
食生活改善推進員会運
営・支援事業

→ → 1,568

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
南アルプス市健康福祉
センター維持管理事業

→ → 51,262

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
甲西保健福祉センター
管理運営事業

→ → 8,618

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
櫛形健康管理センター
管理運営事業

→ → 5,692

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 予防接種事業 → → 622,062

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 感染症予防対策事業 → → 442

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 結核検診事業 → → 14,880

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
健康増進計画・食育推
進計画策定進行管理事
業

→ → 2,045

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

感染症発生に備えて感染予防物資を備蓄し、
感染症発生時には委員会で対策を検討する。

結核の予防と適正な医療の普及を図るため、
30歳以上の希望者に結核検診を実施する。

健康増進計画・食育推進計画の策定と進行管
理を実施し、今後の取り組みにつなげる。

地域の中で食生活改善のための活動を推進す
る食生活改善推進員を育成する。

食に関する知識の普及活動を実践する食生活
改善推進員の活動を支援する。

健康づくり・社会福祉・コミュニティ活動の
推進に資するための中核的健康施設を維持管
理する。

指定管理者制度により、社会福祉協議会が健
康施設を管理運営し、多様なサービスを提供
する。

指定管理者制度により、体育協会が健康施設
を管理運営し、多様なサービスを提供する。

予防接種法で定められた疾病に対する定期の
予防接種を実施する。

後期高齢者の健康保持を図るため、被保険者
を対象に生活習慣病に関する特定健康診査を
実施する。

　施策16　健康づくりの推進　
　施策の目的

　市民が心身ともに健康に暮らす
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R5 R6 2カ年事業費

継続
健康かがやきプラン推
進イベント開催事業

→ → 1,556

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
食生活改善推進支援事
業

→ → 2,838

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
幸せ実感　南アルプス
市健康リーグ事業

→ → 23,660

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 健診（検診）事業 → → 501,074

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 健康教育事業 → → 828

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
総合健診結果説明会・
相談事業

→ → 2,646

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続 芦安地区健康相談事業 → → 1,396

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

R5 R6 2カ年事業費

継続
国民健康保険特別会計
保険基盤安定繰出金

→ → 717,136
市
民
部

国
保
年
金
課

継続
国民健康保険特別会計
職員給与費等繰出金

→ → 176,442
市
民
部

国
保
年
金
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

　施策17　地域医療の充実
　施策の目的

　市民が適切な医療を受けることができる

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

被保険者の保険料負担の緩和と国保財政基盤
の安定に資するため、特別会計に人件費を繰
り出す。

疾病を早期に発見し早期治療につなげること
及び更なる健康の増進を図るため、各種健診
（検診）を実施する。

健康に関する正しい知識の普及を図り、生活
習慣の改善を支援するため、健康教室を実施
する。

健診結果を疾病の早期予防や自主的な健康づ
くりにつなげるため、対象者に結果説明会を
開催する。

無医地区の健康不安を払拭するため、芦安地
区の全世帯に相談員が訪問し、健康相談を実
施する。

被保険者の保険料負担の緩和と国保財政基盤
の安定に資するため、特別会計に財源を繰り
出す。

健康増進計画・食育推進計画に基づき、市民
の健康意識を高揚するイベントを開催する。

健康と福祉の増進に寄与するため、食生活改
善推進員が実施する事業に補助金を交付す
る。

健康からまちづくりを推進し医療費の抑制に
つなげるため、補助金事業とポイント制によ
るウォーキング事業を通じて健康意識の高揚
を図る。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
国民健康保険特別会計
出産育児一時金繰出金

→ → 26,668
市
民
部

国
保
年
金
課

継続
国民健康保険特別会計
財政安定化支援事業繰
出金

→ → 45,940
市
民
部

国
保
年
金
課

継続
国民健康保険特別会計
その他一般会計繰出金

→ → 141,374
市
民
部

国
保
年
金
課

継続
後期高齢者医療特別会
計事務費繰出金

→ → 153,210
市
民
部

国
保
年
金
課

継続
後期高齢者医療特別会
計保険基盤安定繰出金

→ → 333,242
市
民
部

国
保
年
金
課

継続
後期高齢者医療特別会
計給付費繰出金

→ → 1,284,922
市
民
部

国
保
年
金
課

継続 献血推進協力事業 → → 152

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
救急医療情報システム
参画事業

→ → 2,232

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
ＡＥＤ機器更新設置事
業

→ → 4,590

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
骨髄バンクドナー支援
事業

→ → 560

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
救急医療体制整備運営
支援事業

→ → 3,168

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

後期高齢者医療制度に係る医療給付費を、特
別会計に繰り出す。

市主催の献血の開催と各種団体主催の献血へ
の協力により、献血の促進を図る。

医療機関の応需情報を収集し情報提供する、
県救急医療情報システムの運営費を負担す
る。

心肺停止状態の傷病者に対する救命の向上を
図るため、公共施設のAED機器を更新する。

骨髄等の提供者及びドナー登録者の増加を図
り、もって骨髄等の移植を推進する。

休日夜間の当番医の日程調整等の業務を中巨
摩医師会に委託し、救急医療体制を確保す
る。

被保険者の出産育児一時金に係る費用につい
て、特別会計に財源を繰り出す。

国保財政安定化や保険税負担の平準化を図る
ため、特別会計へ財源を繰り出す。

国保の事務費・窓口無料化医療費増波及分・
保健事業費等に係る費用を、特別会計に繰り
出す。

後期高齢者医療制度に係る人件費・事務費等
を、特別会計に繰り出す。

被保険者の保険料負担の緩和と高齢者医療財
政基盤の安定を図るため、特別会計に財源を
繰り出す。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 救急医療確保対策事業 → → 86,536

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
県小児救急医療推進委
員会（小児救急医療）
参画事業

→ → 23,668

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

継続
中北地域保健医療推進
委員会（輪番型休日夜
間急患診療）参画事業

→ → 15,626

保
健
福
祉
部

健
康
増
進
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

救急医療整備のため、中巨摩医師会へ在宅型
急患事業の委託、市内二次救急病院へ補助金
を交付する。

昼夜を問わず小児が診療を受けられるよう、
県小児救急医療事業推進委員会に負担金を支
出する。

休日・夜間における急患診療体制を確保する
ため、病院群輪番制病院運営事業の一部を負
担する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
総合特区地域協議会運
営事業

→ → 152

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

継続
芦安交流促進センター
管理事業

→ → 6,704

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
落合創造館アミカル運
営管理事業

→ → 4,092

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
ほたるみ館運営管理事
業

→ → 3,940

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
西地区多目的活性化広
場運営管理事業

→ → 1,724

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
ハッピーパーク運営管
理事業

→ → 8,382

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
八田農畜産物処理加工
施設運営管理事業

→ → 3,278

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
潅がい用ポンプ電気代
支援事業

→ → 6,004

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
廃プラスチックセン
ター処理参画事業

→ → 4,268

産
業
観
光
部

農
政
課

政策３　　うるおいと活力のある快適なまちの形成

　施策18　農林業の振興
　施策の目的

　農業生産者（農家）の農業所得が向上する
　農地が農地として適切に保全される

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

指定管理者制度により、農産物加工品を生
産・開発する特産品企業組合が施設を管理・
運営する。

指定管理者制度により、櫛形西地区区長会が
グラウンド等を管理し、農村地域の活性化を
図る。

指定管理者制度により、商工会が農産物直売
所や地元食材を生かしたレストラン等を管
理・運営する。

指定管理者制度により、地元農畜産物を生か
して味噌・ジャム等を生産する施設を管理・
運営する。

農産物の安定生産を図るため、主に甲西地区
に設置されている農事用ポンプの電気代を支
援する。

施設栽培に利用したビニール等を適正に処理
するため、廃プラスチックセンターの運営に
参画する。

地域活性化総合特別区域事業を推進させるた
め、協議会を設置・運営する。

都市農村交流の拠点となる施設を管理し、地
域の活性化に寄与する。
令和５年度についてはルームエアコン更新工
事を行う。

中山間地域の自然環境を活かして農産物の加
工等を実施する施設を管理し、農業の振興と
活性化を図る。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
ＪＡ南アルプス市活動
支援事業

→ → 14,500

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
四ヶ村堰土地改良区運
営支援事業

→ → 76

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
野牛島土地改良区運営
支援事業

→ → 76

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
徳島堰土地改良区運営
支援事業

→ → 396

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
農業経営基盤強化資金
利子補給支援事業

→ → 206

産
業
観
光
部

農
政
課

継続 農業後継者支援事業 → → 1,536

産
業
観
光
部

農
政
課

継続 果樹共済掛金支援事業 → → 5,000

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
環境保全型農業直接支
払制度支援事業

→ → 3,046

産
業
観
光
部

農
政
課

継続 農林業政策推進事業 → → 1,090

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
南アルプスブランド戦
略事業

→ → 125,893

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
南アルプス土地改良区
運営支援事業

→ → 9,300

産
業
観
光
部

農
政
課

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

果樹生産の安定を図るため、ＮＯＳＡＩの農
業共済制度の掛金の一部を補助し、加入を促
進する。

減農薬に取り組み、地球温暖化防止・生物多
様保全に効果の高い営農活動に取り組む団体
を支援する。

農林業の振興と６次産業化・事業化の推進を
図るため、必要な調査研究を実施する。

南アルプスブランドの確立により、農業の付
加価値を高め、産地間競争力の強化を図る。

土地改良区の適正・円滑な運営を支援し、組
合員の利益向上と地域農業の促進を図る。

幅広い農業振興事業を実施する南アルプス市
農業協同組合の活動を支援する。

農地や農業用水を管理・保全するため、地域
の農家等で構成する土地改良区の運営を支援
する。

農地や農業用水を管理・保全するため、地域
の農家等で構成する土地改良区の運営を支援
する。

農地や農業用水を管理・保全するため、地域
の農家等で構成する土地改良区の運営を支援
する。

農業経営基盤強化資金を借りている農業者へ
資金に係る利子を補給する。

県立農林大学校へ通学している学生を奨学助
成金により支援し、農業の担い手育成の一助
とする。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 就農支援事業 → → 2,400

産
業
観
光
部

農
政
課

継続 水利組合活動支援事業 → → 308

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
農地利用集積円滑化事
業

→ ● 394

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
農業経営収入保険掛金
支援事業

→ → 940

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
すもも産地競争力強化
支援事業

→ → 5,250

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
親元就農者経営安定支
援事業

→ → 12,000

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
有害鳥獣被害防止用施
設設置支援事業

→ → 1,400

産
業
観
光
部

農
政
課

継続 猟友会活動支援事業 → → 5,210

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
有害鳥獣被害防止対策
支援事業

→ → 5,482

産
業
観
光
部

農
政
課

継続 特定鳥獣適正管理事業 → → 16,676

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
有害鳥獣被害防止対策
支援事業（特措法）

→ → 18,253

産
業
観
光
部

農
政
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

有害鳥獣による農業被害の減少を図るため、
猟友会による駆除活動を支援する。

有害鳥獣の被害対策として、ニホンジカ・イ
ノシシ・ニホンザルの捕獲者へ報償金を交付
する。

動植物保護と農業被害減少を図るため、ニホ
ンジカ・イノシシ・ニホンザルの個体数を適
正管理する。

有害鳥獣による農業被害を軽減するため、地
域ぐるみの被害防止・防除対策を総合的に支
援する。

水利秩序の維持を図るため、地域の農家等で
構成する水利組合（８地区）の活動を支援す
る。

農地を集積し農業法人等の耕作者に貸し付け
ることで、遊休農地の解消と耕作者の効率的
な農業経営を図る。

自然災害などによる収入減少が補填される、
ＮＯＳＡＩの農業経営収入保険制度の掛金の
一部を補助し、加入を促進する。

米国産すももの輸入解禁に伴い、輸入すもも
に負けない高品質な安定的な生産体制を構築
するために、優良品種の改植、施設整備、機
器の導入事業費について補助金を交付する。
（県1/2、市1/4）

65歳未満の新規親元就農者に対して、就農後
の経済的負担の軽減を支援する。

有害鳥獣の被害対策として、檻・電気柵等の
設置費の一部を補助する。

農家子弟及び新規就農者がリース方式で経営
規模拡大等のために必要な農業用機械等を導
入する時に支援する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 農業振興地域管理事業 → → 144

産
業
観
光
部

農
政
課

継続 遊休農地活用支援事業 → → 23,154

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
汗かき農園維持管理事
業

→ → 2,446

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
中山間地域等直接支払
制度支援事業（里山農
地維持管理）

→ → 17,452

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
水田農業経営確立対
策・支援事業（稲転事
業）

→ → 20,554

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
地域担い手育成支援協
議会運営事業

→ → 200

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
担い手支援事業（地域
おこし協力隊支援事
業）

→ → 71,794

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
地域農業マスタープラ
ン作成事業

→ → 770

産
業
観
光
部

農
政
課

新規
新規就農者育成総合対
策事業

≫ → 90,000

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
中高年の新規就農者支
援事業

→ → 21,000

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
雪害対策資金利子補給
事業

→ → 758

産
業
観
光
部

農
政
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

新規就農者に対する就農直後の経営確立に資
する経営開始の資金と、就農後の経営発展の
ために必要な機械・施設の導入等の取り組み
を支援する。

50歳から65歳未満の新規就農者に対して、就
農リスクの軽減を目的に最長３年間給付金を
支給する。

平成26年２月の雪害への支援として、融資機
関に対し雪害対策資金に係る利子を補給す
る。

非農業者に農地を貸し出す汗かき農園を維持
管理し、遊休農地の有効活用を図る。

農業生産条件の不利な中山間地域等におい
て、農用地を維持管理し、農業生産活動を支
援する。

収益性の高い安定した水田農業経営を確立す
るため、新たな事業に取り組む団体等を支援
する。

県担い手育成総合支援協議会と連携し、認定
農業者の指導と支援を実施する。

都市在住で農業の意欲を持つ者から新たな担
い手を育成し、移住者獲得を目指す。

人・農地プランに基づき、地域の中心となる
経営体の確保や農地集積を促進し農業の体質
強化を図る。

農業の健全な発展を図るため、法律に基づき
策定された農業振興地域整備計画を管理す
る。

農地の荒廃防止と流動化を促進し、農地の有
効利用を図る。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
被災ハウス復旧支援事
業

→ → 3,466

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
林業通年就労奨励支援
事業

→ → 1,162

産
業
観
光
部

農
政
課

継続 森林管理基金事業 → → 30,961

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
里山獣害対策森林整備
事業

→ → 2,098

産
業
観
光
部

農
政
課

継続 松くい虫防除対策事業 → → 13,058

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
集積農地管理基金積立
金

→ ● 42

産
業
観
光
部

農
政
課

継続 森林管理基金積立金 → → 30,928

産
業
観
光
部

農
政
課

継続
多面的機能支払交付金
活動支援事業

→ → 70,827
建
設
部

農
林
土
木
課

継続 市単土地改良事業 → → 118,952
建
設
部

農
林
土
木
課

継続 農道未登記処理事業 → → 4,800
建
設
部

農
林
土
木
課

新規
市単土地改良事業（堰
尻川取水施設改修事
業）

≫ ● 6,578
建
設
部

農
林
土
木
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

分筆や所有権移転等の登記がされていない農
道敷地の登記処理を図ることで、適正に財産
管理する。

農業用取水施設等の適正な維持・修繕を実施
し、農業用取水施設の延命化を図る。（令和
６年度完了予定）

里山地域に設置する電気柵周辺の雑木等を整
備し、人間の生活圏への野生動物の侵入を防
除する。

松くい虫被害によるアカマツの伐倒くん蒸処
理を実施し、被害の蔓延を防止する。

平成26年度に鏡中條地内へ農業法人が参入し
た際に交わされた、土地の形状回復に関する
契約に基づき、法人が撤退することになった
際に現状回復の資金とする。

今後の森林整備費用に備え、基金を積み立て
る。

農業用施設（農道・用排水路）の簡易補修・
清掃・除草等に取り組む活動組織を、交付金
により支援する。

農道・農業用水路等の適正な維持・修繕を実
施し、農業用施設の延命化を図る。

平成26年２月の雪害への支援として、JA南ア
ルプス市の低コスト耐候性ハウスリース事業
の一部を助成する。

林業労働者の所得の安定向上を図り、労働力
の確保に資するため、森林組合を通じて支援
する。

森林環境譲与税導入に伴う基金を活用し、手
の行き届いていない、民有林の森林の整備等
を実施する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 農地集積基盤整備事業 → → 28,460
建
設
部

農
林
土
木
課

継続 県営土地改良事業 → → 14,618
建
設
部

農
林
土
木
課

継続
県営土地改良参画事業
釜無右岸国営造成施設
管理整備

→ → 9,674
建
設
部

農
林
土
木
課

継続
県営土地改良参画事業
（釜無川右岸県営水利
整備）

→ → 102,854
建
設
部

農
林
土
木
課

継続
県営土地改良参画事業
（農地環境整備・西部
地区）

→ → 70,050
建
設
部

農
林
土
木
課

継続
県営土地改良参画事業
（八田地区）

→ → 30,845
建
設
部

農
林
土
木
課

継続
県営土地改良参画事業
（西部地区農村活性化
農道整

→ → 9,000
建
設
部

農
林
土
木
課

継続
県営土地改良参画事業
（八田西部地区）

→ → 135,250
建
設
部

農
林
土
木
課

継続
県営土地改良参画事業
（四ヶ村堰堰堤改修工
事）

→ → 12,800
建
設
部

農
林
土
木
課

新規
防災重点農業用ため池
緊急整備事業（菖蒲
池）

≫ → 13,200
建
設
部

農
林
土
木
課

新規
防災重点農業用ため池
緊急整備事業（淵ため
池）

≫
●

2,000
建
設
部

農
林
土
木
課

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

ため池工事特別措置法が施行され防災重点農
業用ため池の劣化状況および豪雨耐性診断を
実施し、その結果に応じて今後の対策工事計
画を立案する。

農業施設改修により農業生産の効率化を図る
ため、県が実施する事業に係る負担金を支出
する。

農業生産の効率化を図るため、県の農業施設
改修事業に係る負担金を支出する。

農業生産の効率化を図るため、県が実施する
農業用施設改修に係る負担金を支出する。

農地の集積及び農業施設改修により、農業生
産の効率化を図るため、県が実施する事業に
係る負担金を支出する。

農業施設改修により、農業生産の効率化を図
るため、県が実施する事業に係る負担金を支
出する。

ため池工事特別措置法が施行され安全率基準
を満たしていない防災重点農業用ため池の改
修を県が実施する事業に係る負担金を支出す
る。

農用地利用集積を促進するため、県営農地環
境整備事業中野２工区圃場整備に対して補助
金を支出する。

効率的な農業生産を推進するため、県の農業
施設改修事業に係る換地業務等を実施する。

渇水期の安定した農業用水の確保を図るた
め、県の畑かん施設維持管理事業に係る費用
を支出する。

渇水期の安定した農業用水の確保を図るた
め、県の施設改修事業に係る負担金を支出す
る。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 市単独林道開設事業 → → 6,050
建
設
部

農
林
土
木
課

継続 林道管理補修事業 → → 12,676
建
設
部

農
林
土
木
課

継続
林道施設長寿命化修繕
計画事業

→ → 39,771
建
設
部

農
林
土
木
課

継続 小規模治山事業 → → 1,600
建
設
部

農
林
土
木
課

継続 農地・農家相談事業 → → 66 0

農
業
委
員
会

事
務
局

継続
農業委員会運営事務経
費

→ → 9,786 0

農
業
委
員
会

事
務
局

継続 農地基本台帳管理事業 → → 1,320 0

農
業
委
員
会

事
務
局

継続 農地法令事務 → → 82 0

農
業
委
員
会

事
務
局

継続
農業者年金加入推進事
業

→ → 294 0

農
業
委
員
会

事
務
局

継続
農地中間管理機構集積
支援事業

→ → 7,634 0

農
業
委
員
会

事
務
局

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

農業委員・農地利用最適化推進委員による農
地法令事務の許可・承認・県への進達等の協
議と、農業者への情報提供を実施する。

農地情報の効率的かつ効果的な活用を図るた
め、農地基本台帳システムの管理とデータ補
正を実施する。

農地の適正な管理のため、農地法に基づく農
地の所有権移転・転用・賃貸借の許可等の事
務を実施する。

農業者の老後の生活の安定と農業の担い手確
保を図るため、農業者年金制度への加入を推
進する。

農地の状況を把握して利用意向の調査を実施
し、遊休農地の解消と無断転用防止を図る。

森林の整備・保全に資するため、小規模な林
道整備について市単独で事業を実施する。

市営林道を安全に管理するため、必要な維持
補修を実施する。

林道施設長寿命化計画に基づき、林道橋の点
検及び修繕工事を実施する。

山地災害の防止と山間地域の安全を図るた
め、山腹崩壊箇所等を維持修繕する。

農地に係る諸問題解消のため、地元行政書士
会・県農業会議の協力を得て農地相談会を開
催する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
企業ガイダンス開催事
業

→ → 8,072

産
業
観
光
部

商
工
振
興
課

継続
シルバー人材センター
支援事業

→ → 26,600

産
業
観
光
部

商
工
振
興
課

継続
勤労者生活安定資金貸
付金預託事業

→ → 4,000

産
業
観
光
部

商
工
振
興
課

継続 市商工会活動支援事業 → → 37,800

産
業
観
光
部

商
工
振
興
課

継続 市商工会運営支援事業 → → 14,000

産
業
観
光
部

商
工
振
興
課

継続
商工業事業資金利子補
給支援事業

→ → 4,000

産
業
観
光
部

商
工
振
興
課

継続
小口資金融資保証料支
援事業

→ → 1,440

産
業
観
光
部

商
工
振
興
課

継続
地域ものづくり企業成
長投資支援事業

→ → 53,500

産
業
観
光
部

商
工
振
興
課

R5 R6 2カ年事業費

継続
南アルプスＩＣ新産業
拠点整備事業

→ ● 2,046,533

総
合
政
策
部

南
ア
ル
プ
ス
Ｉ
Ｃ

新
産
業
拠
点
整
備
室

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

　施策20　企業誘致の推進
　施策の目的

　企業が市内で新たに創業、規模拡大する

実施工程・事業費（千円）

企業の設備投資を支援し、地域産業の活性化
と雇用創出力の向上を図る。

南アルプスＩＣに隣接する事業用地（完熟農
園跡地）について、地域交流施設や大型集客
施設（コストコ）の立地等により、集客交流
拠点を創出する。

高齢者の就業機会を確保するため、シルバー
人材センターの運営を支援する。

勤労者の生活安定に寄与するため、中央労働
金庫と協調して融資を実施する。

商工業の振興・育成に資すると認めた商工会
の事務や事業に対し、補助金を交付する。

商工業の振興を図るため、商工会の人件費・
運営費に対し支援する。

商工業者が経営安定と事業発展のための資金
融資を受けた場合、利子を補給する。

資金調達困難な小規模企業者の担保力を補
い、零細小口金融の疎通を図る。

求職者の就業と企業の人材確保を支援するた
め、企業ガイダンスを開催する。

　施策19　商工業の振興
　施策の目的

　市内事業者が安定した経営を続けることができる
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R5 R6 2カ年事業費

新規
南アルプスＩＣ新産業
拠点整備事業（埋蔵文
化財調査

≫
●

322,324

総
合
政
策
部

南
ア
ル
プ
ス
Ｉ
Ｃ

新
産
業
拠
点
整
備
室

新規
南アルプスＩＣ新産業
拠点整備事業（拠点周
辺市道等整備）

≫
●

370,670

総
合
政
策
部

南
ア
ル
プ
ス
Ｉ
Ｃ

新
産
業
拠
点
整
備
室

継続
新規創業者資金借入補
助金支給事業

→ → 970

産
業
観
光
部

商
工
振
興
課

継続 創業支援事業 → → 7,240

産
業
観
光
部

商
工
振
興
課

継続
南アルプス市産業立地
事業費助成金交付事業

→ → 41,324

産
業
観
光
部

商
工
振
興
課

R5 R6 2カ年事業費

継続
道の駅しらね維持管理
事業

→ → 21,361

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

継続
道の駅しらね　急速充
電スタンド維持管理事
業

→ → 2,818

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

継続 観光施設維持管理事業 → → 53,502

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

継続
インフォメーションセ
ンター管理運営事業

→ → 14,910

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

R5 R6 2カ年事業費

実施工程・事業費（千円）
部局 課室

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

区分 事業名 事業内容・実施方針

実施工程・事業費（千円）
部局 課室

部局 課室

　施策21　観光の振興
　施策の目的

　観光客が市内を訪れ、まちがにぎわう

区分 事業名

企業立地を促進し雇用機会の拡大を図り、地
域産業の振興及び市民生活の安定に寄与す
る。

道の駅利用者の利便性を高めるとともに、新
たに防災拠点機能を備え、良好な施設環境を
維持する。

道の駅しらねに電気自動車用急速充電器を設
置・管理し、誘客促進と地球温暖化対策に貢
献する。

観光施設や観光資源を適切に維持管理し、安
全登山や自然保護を推進しながら集客増を図
る。

南アルプス山岳観光の拠点施設として、自然
保護の知識の普及、登山者の利便性向上を図
る。

事業内容・実施方針

南アルプスＩＣ新産業拠点整備事業に伴う埋
蔵文化財保護措置を実施する。

南アルプスＩＣ新産業拠点周辺の市道等、都
市基盤施設の整備を実施する。

新規に創業する事業者に借入金を補助し、地
域産業の活性化と雇用創出力の向上を図る。

地域産業の活性化を図るため、市内で創業す
る方の支援を行う。
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新規 樹園改修事業
≫
●

3,334

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

継続 広河原山荘改築事業 ● 60,753

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

新規
伊奈ヶ湖周辺再整備事
業

≫ → 22,937

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

新規 天笑閣改修事業
≫
●

7,480

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

継続
伊奈ヶ湖周辺施設管理
運営事業

→ → 113,088

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

継続 長衛小屋改修事業 → → 14,513

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

継続
伊奈ヶ湖駐車場整備事
業

● 115,676

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

継続
遊・湯ふれあい公園管
理運営事業

→ → 50,613

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

継続 樹園管理運営事業 → → 27,350

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

継続
塩沢渓谷河川公園管理
運営事業

→ → 3,086

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

継続 天笑閣管理運営事業 → → 34,650

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

指定管理者制度により施設を管理運営し、民
間のノウハウを活用した質の高いサービスを
提供する。

指定管理者制度により施設を管理運営し、民
間のノウハウを活用した質の高いサービスを
提供する。

指定管理者制度により施設を管理運営し、民
間のノウハウを活用した質の高いサービスを
提供する。

指定管理者制度により施設を管理運営し、民
間のノウハウを活用した質の高いサービスを
提供する。

旧広河原山荘の解体工事を行う。

櫛形山及び伊奈ヶ湖周辺について、保全活用
を図るため整備を行う。

老朽化したボイラーを更新し利用者の満足度
の向上を図る。

南アルプスユネスコエコパークの緩衝地域に
位置する施設を管理運営する。

長衛小屋適正運営のため、老朽化した公衆ト
イレ解体及び建設工事を行う。

エコパ伊奈ケ湖の利用者の安全対策並びに機
能向上のため、駐車場を整備する。

低濃度PCBを含む変電設備を更新し適切に処分
する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
南アルプス温泉ロッジ
管理運営事業

→ → 16,800

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

継続
金山沢公園管理運営事
業

→ → 7,092

産
業
観
光
部

観
光
施
設
課

R5 R6 2カ年事業費

継続 交通政策推進事業 → → 285,627
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続 路線バス支援事業 → → 29,521
市
民
部

市
民
活
動

支
援
課

継続 道水路の維持管理事業 → → 270,794
建
設
部

道
路
整
備
課

継続 街路樹の維持管理事業 → → 59,626
建
設
部

道
路
整
備
課

継続
橋梁長寿命化修繕計画
事業

→ → 275,498
建
設
部

道
路
整
備
課

継続
電源立地地域対策交付
金事業

→ → 13,930
建
設
部

道
路
整
備
課

継続 道水路の維持清掃事業 → → 37,245
建
設
部

道
路
整
備
課

課室区分 事業名 事業内容・実施方針

　施策22　道路・交通基盤の整備
　施策の目的

　市民が道路を安全・安心に利用できる
　市民が、生活に必要な移動ができる

実施工程・事業費（千円）
部局

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

道水路環境を常時良好に保つため、パトロー
ルを実施し、軽微な修繕や溢水対応等を迅速
に実施する。

市民の足としての公共交通を確立し、高齢者
等の外出機会の創出と地域の活性化を図る。

生活に必要なバス路線を維持するため、自主
運営バス業務を委託し、赤字バス路線事業を
補助する。

安全で快適な道路環境を維持するため、道水
路等を維持管理する。

安全で快適な道路環境を保つため、街路樹を
維持管理する。

橋梁管理の効率化とコスト縮減を図るため、
点検を実施し、計画に基づく修繕を実施す
る。

道路交通の安全性、利便性を確保するため、
電源立地地域対策交付金により幹線道路の環
境整備を実施する。

指定管理者制度により施設を管理運営し、民
間のノウハウを活用した質の高いサービスを
提供する。

指定管理者制度により施設を管理運営し、民
間のノウハウを活用した質の高いサービスを
提供する。

-51-



R5 R6 2カ年事業費

継続
舗装長寿命化修繕計画
事業

→ → 151,200
建
設
部

道
路
整
備
課

継続
舗装長寿命化修繕計画
事業（単独）

→ → 60,000
建
設
部

道
路
整
備
課

継続
ＰＣＢ橋梁塗膜除去事
業

→ → 80,000
建
設
部

道
路
整
備
課

継続
道路新設改良事業（補
助）

→ → 343,428
建
設
部

道
路
整
備
課

継続
道路新設改良事業（単
独）

→ → 173,003
建
設
部

道
路
整
備
課

継続
市道敷地未登記処理事
業

→ → 9,730
建
設
部

管
理
住
宅
課

継続 道路台帳管理事業 → → 33,572
建
設
部

管
理
住
宅
課

R5 R6 2カ年事業費

継続
南アルプスＩＣ周辺整
備事業

→ → 1,010,874

総
合
政
策
部

南
ア
ル
プ
ス
Ｉ
Ｃ

新
産
業
拠
点
整
備
室

継続 管内図管理事業 → → 2,812
建
設
部

都
市
計
画
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

分筆や所有権移転等の登記がされていない市
道敷地の登記処理を図ることで、適正に財産
管理する。

市道の構造や区域など台帳データの管理と新
規・改良等による補正を実施し、適切に道路
台帳を管理する。

南アルプスＩＣ周辺をまちの玄関口として位
置づけ、先行する新産業拠点事業との連携を
基に、立地特性を活かした土地活用の促進を
図る。　※事業の進捗により、事業費の変更
あり。

都市計画図の保守管理や管内図の販売を実施
し、計画的なまちづくりの推進を図る。R6都
市計画総括図更新。

　施策23　都市空間の整備
　施策の目的

　市民が安全・快適な都市空間で生活する

舗装道路の管理の効率化とコスト縮減を図る
ため、計画に基づく修繕を実施する。

舗装道路の管理の効率化とコスト縮減を図る
ため、計画に基づく修繕を実施する。

PCBが含有している橋梁の塗膜除去及び再塗装
を実施し、地域住民の安全性の確保を図る。

道路整備プログラムに基づく幹線道路や歩道
の整備により、住民の安全確保・利便性向上
を図る。

補助対象事業を補う関連事業を実施し、補助
事業の効果を高めて住民の安全確保と利便性
向上を図る。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 景観計画推進事業 → → 610
建
設
部

都
市
計
画
課

新規 都市計画立案事業 ≫ → 18,099
建
設
部

都
市
計
画
課

新規
都市計画道路見直し事
業

≫ → 27,060
建
設
部

都
市
計
画
課

継続 開発指導事業 → → 228
建
設
部

都
市
計
画
課

継続
陸上競技場３種公認取
得事業

● 132,116
建
設
部

都
市
計
画
課

新規
白根中央公園施設整備
事業

≫
●

41,197
建
設
部

都
市
計
画
課

継続
櫛形総合公園管理運営
事業

→ → 94,270
建
設
部

都
市
計
画
課

継続
白根中央公園管理運営
事業

→ → 22,410
建
設
部

都
市
計
画
課

継続
甲西工業団地南公園管
理運営事業

→ → 2,986
建
設
部

都
市
計
画
課

継続
上高砂緑地公園管理運
営事業

→ → 548
建
設
部

都
市
計
画
課

継続 公園管理運営事業 → → 100,420
建
設
部

都
市
計
画
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

指定管理者制度により施設を管理運営し、利
便性の向上を図り質の高いサービスを提供す
る。

指定管理者制度により、上高砂区が緑地公園
の管理運営を実施する。

指定管理以外の公園の安全性と利便性を維持
するため、適切に管理運営する。

社会情勢の大きな変化、将来交通需要に対応
するため未整備・未着手となっている都市計
画道路の見直しを行う。

土地開発の適正化を図るため、都市計画法・
開発指導要綱に基づき指導監督を実施する。

日本陸連の第３種公認を更新し、陸上競技の
記録更新への励みと競技意識向上を図る。

白根中央公園にグラウンドトイレの設置を行
い利便性の向上を図り質の高いサービスを提
供する。

指定管理者制度により施設を管理運営し、利
便性の向上を図り質の高いサービスを提供す
る。

指定管理者制度により施設を管理運営し、利
便性の向上を図り質の高いサービスを提供す
る。

景観計画を効率的に推進するため、美しい風
景を保全し景観意識の向上を図る事業を実施
する。

都市計画法第6条の規定に基づき、本市におけ
る人口、産業、土地利用などを調査し都市計
画の運用を行うなめの基礎資料作成。R6より
都市マス見直し。

実施工程・事業費（千円）
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R5 R6 2カ年事業費

新規
都市公園長寿命化計画
策定事業

≫
●

15,818
建
設
部

都
市
計
画
課

継続
都市公園長寿命化改修
事業

→ → 225,840
建
設
部

都
市
計
画
課

継続 都市公園再整備事業 → → 291,172
建
設
部

都
市
計
画
課

継続 花とみどりの推進事業 → → 10,120
建
設
部

都
市
計
画
課

継続
公共花壇等維持管理事
業

→ → 7,002
建
設
部

都
市
計
画
課

継続
大和川水辺と桜並木の
風景づくり協働事業

→ → 568
建
設
部

都
市
計
画
課

継続
ループ橋と桜並木の風
景づくり協働事業

→ → 1,464
建
設
部

都
市
計
画
課

継続
遊湯ふれあい公園通り
桜並木の風景づくり協
働事業

→ → 3,326
建
設
部

都
市
計
画
課

継続
花壇・生垣設置支援事
業

→ → 1,000
建
設
部

都
市
計
画
課

継続 公図訂正事業 → → 22,762
建
設
部

管
理
住
宅
課

継続 法定外公共物管理事業 → → 660
建
設
部

管
理
住
宅
課

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

土地に係る紛争防止と税負担の公平化のた
め、地籍図に誤りがあるときは法務局に申出
をし、訂正する。

法定外公共物（赤道・青道）を適正に管理
し、使用許可や用途廃止により、土地の有効
利用を図る。

市民と協働して春と秋に花苗の植栽を実施
し、花とみどりの景観づくりを推進する。

美しい自然と調和した花とみどりの街並みを
形成するため、公共花壇や緑地等を維持管理
する。

曲輪田区と協働し、合併記念として植栽した
大和川の桜並木の保護管理活動を実施する。

飯丘桜を育てる会2001と協働し、白根ループ
橋周辺の桜並木の保護管理活動を実施する。

鏡中條上村区の桜友上会と協働し、遊湯ふれ
あい公園通り桜並木の保護管理活動を実施す
る。

家庭緑化の推進を図るため、花壇・生垣を設
置する市民に対し費用の一部を助成する。

都市公園の安全対策の強化と維持管理コスト
削減のため、長寿命化計画に基づき長寿命化
計画の見直しを行う。

都市公園の安全対策の強化と維持管理コスト
削減のため、長寿命化計画に基づき改修す
る。

安心安全で豊かな暮らしに寄与し、健康増進
等への熟成を図り、共存共栄の社会を目指
し、より屋外で楽しんでもらうため「みんな
が楽しめる都市公園」として再整備を図る。
５都市公園。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 屋外広告物指導事業 → → 4,172
建
設
部

管
理
住
宅
課

R5 R6 2カ年事業費

継続
過疎地域持続的発展事
業

→ → 148

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

継続
南アルプス市総合戦略
推進事業

→ → 730

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

継続 国内姉妹都市交流事業 → → 1,216

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

継続
中部横断道沿線地域活
性化推進協議会参画事
業

→ → 1,200

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

継続
シティプロモーション
事業

→ → 6,294

総
合
政
策
部

秘
書
課

継続
若者世帯定住支援奨励
金事業

→ → 138,400

総
合
政
策
部

ふ
る
さ
と

振
興
課

継続 交流定住促進事業 → → 11,960

総
合
政
策
部

ふ
る
さ
と

振
興
課

継続 空き家バンク事業 → → 12,460

総
合
政
策
部

ふ
る
さ
と

振
興
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

中部横断自動車道全線開通の効果を最大限に
活用するため、住民主体のプロジェクト協議
会を支援する。

市の魅力を発信し、市の知名度を高めるシ
ティプロモーション事業を実施し、交流・定
住人口の拡大を目指す。

定住促進を図るため、市内に土地と建物を新
築・購入する若者世帯に購入費の一部を助成
する。

都市住民と定住・移住・二地域居住に関する
情報交換等を実施し、交流定住人口の拡大を
図る。

空き家の登録・情報提供を実施し、定住・移
住・二地域居住を促進して地域の活性化を図
る。

良好な景観の維持形成を図るため、県条例に
基づき屋外広告物の許可事務と是正指導を実
施する。

芦安地区の振興と住環境向上を図るため、過
疎計画の進行管理と振興策の策定・研究を実
施する。

まち・ひと・しごと創生総合戦略で示した目
標の実現と具体的施策の実行のため、効果を
検証する。

友好姉妹都市である北海道津別町と、産業・
文化を通じた交流を実施する。

　施策24　移住・定住人口の拡大
　施策の目的

　市民が市内に住み続ける
　市外の人が、市内に移住する
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R5 R6 2カ年事業費

継続 結婚新生活支援事業 → → 27,000

総
合
政
策
部

ふ
る
さ
と

振
興
課

継続 移住支援金交付事業 → → 18,000

総
合
政
策
部

ふ
る
さ
と

振
興
課

継続 芦安地区通勤支援事業 → → 840
市
民
部

芦
安
窓
口
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

継続
芦安地区結婚関連支援
事業

→ → 100
市
民
部

芦
安
窓
口
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

継続
芦安地区利子補給金事
業

→ → 100
市
民
部

芦
安
窓
口
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

継続
芦安地区地域おこし協
力隊事業

→ → 8,386
市
民
部

芦
安
窓
口
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

継続
芦安地区集落支援員事
業

→ → 4,408
市
民
部

芦
安
窓
口
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

継続
芦安地区土砂災害対策
支援事業

→ → 4,000
市
民
部

芦
安
窓
口
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

継続
芦安地区地域づくり支
援事業

→ → 1,240
市
民
部

芦
安
窓
口
サ
ー

ビ
ス
セ
ン
タ
ー

継続
滞在型市民農園管理事
業

→ → 30,530

産
業
観
光
部

農
政
課

継続 市営住宅管理補修事業 → → 38,764
建
設
部

管
理
住
宅
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

芦安地区の土砂災害特別警戒区域内の住宅等
の新築・増改築費用の一部を補助する。

芦安地区の地域振興に関わる団体が自主的・
継続的に実施する地域活性化事業を補助す
る。

指定管理者制度により、地域資源を活用し都
市住民との交流を図るクラインガルテンを管
理運営する。

入居者の住環境の保全と健全な住宅運営を図
るため、適正な維持管理と必要な補修を実施
する。

首都圏から本市へ移住した者に移住支援金を
交付することにより移住・定住の促進を図
る。

人口減少対策として、一定の条件を満たした
芦安地区住民に３年間通勤費を支給する。

人口減少対策として、芦安地区住民が結婚し
て同地区に定住した場合、祝金を支給する。

人口減少対策として、芦安地区に工場や家屋
を新築・増築し、定住した者の借入金に係る
利子を補給する。

人口減少と高齢化が進む芦安地区に地域おこ
し協力隊を採用し、地域力の維持強化を図
る。

人口減少と高齢化が進む芦安地区に集落支援
員を採用し、住民と連携して課題解決を図
る。

新婚世帯に対して、結婚に伴う新生活の費用
（住宅取得費・家賃・引越）を支援し、少子
化対策及び子育てしやすいまちづくりを推進
する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 市営住宅家賃補助事業 → → 9,504
建
設
部

管
理
住
宅
課

継続 市営住宅解体事業 → → 63,680
建
設
部

管
理
住
宅
課

継続
市営住宅長寿命化改修
事業

→ → 83,395
建
設
部

管
理
住
宅
課

継続 木造住宅耐震診断事業 → → 1,182
建
設
部

管
理
住
宅
課

継続
木造住宅耐震改修（補
強）支援事業

→ → 11,220
建
設
部

管
理
住
宅
課

継続
アスベスト飛散防止対
策支援事業

→ → 1,014
建
設
部

管
理
住
宅
課

継続
木造住宅耐震シェル
ター設置事業

→ → 490
建
設
部

管
理
住
宅
課

新規 耐震対策緊急促進事業
≫
●

21,014
建
設
部

管
理
住
宅
課

継続
ブロック塀等撤去改修
補助事業

→ → 5,200
建
設
部

管
理
住
宅
課

継続
住宅リフォーム等総合
支援事業

→ → 16,000
建
設
部

管
理
住
宅
課

継続 空家等対策事業 → → 3,026
建
設
部

管
理
住
宅
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

地震発生時の建物倒壊による道路の閉塞を防
ぐため、緊急輸送道路沿道にある建築物の耐
震改修費の一部を補助する。

危険と判断されるブロック塀等の撤去・改修
工事を実施する者に対して工事費の一部を補
助する。

住環境の向上と地域経済の活性化を図るた
め、市内業者によるリフォーム工事の一部を
補助する。

地域の住環境保全を図るため、空家問題に対
し必要に応じて指導・勧告する。

防火・防犯の観点から、耐用年限が経過した
市営住宅の空き家を解体し、安全性を確保す
る。

予防保全的な改修を実施することにより、市
営住宅の長寿命化を図り、ライフサイクルコ
ストを縮減する。

建築物の耐震性に関する意識高揚と耐震化の
促進を図るため、既存木造住宅の耐震診断を
実施する。

耐震診断により耐震性が劣ると判定された木
造家屋の耐震改修工事費の一部を補助する。

民間施設のアスベスト調査等の費用の一部を
補助する。

耐震診断により耐震性が劣ると判定された木
造家屋の耐震シェルター設置費用の一部を補
助する。

耐震基準を満たしていない市営住宅から住み
替える者に対し移転料等を補助する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 水道事業会計出資金 → → 321,991
市
民
部

環
境
課

継続 水道事業会計繰出金 → → 182,461
市
民
部

環
境
課

継続 下水道事業会計繰出金 → → 2,422,102
建
設
部

都
市
計
画
課

継続
芦安農業集落排水事業
特別会計繰出金

→ → 45,219
建
設
部

農
林
土
木
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

公共下水道施設・釜無川流域下水道施設を管
理運営するため、下水道会計へ財源を繰り出
す。

芦安農業集落排水施設を適正に維持管理する
ため、特別会計へ財源を繰り出す。

水道施設の増強や耐震化により持続可能な供
給を図るため、水道事業会計へ財源を繰り出
す。

地方公営企業の経営健全化と基盤強化を図る
ため、水道事業会計へ財源を繰り出す（旧簡
易水道事業の償還金分を含む）。

　施策25　上下水道の整備
　施策の目的

　市民が、いつでも安心しておいしい水が飲める
　市民が、衛生的で快適な生活を送ることができる
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R5 R6 2カ年事業費

継続 公民館運営管理事業 → → 1,014

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続 生涯学習推進事業 → → 4,614

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
社会教育関係団体活動
支援事業

→ → 5,280

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
南アルプス市高度農業
情報センター運営管理
事業

→ → 39,472

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
若草生涯学習センター
運営管理事業

→ → 25,190

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
甲西農村環境改善セン
ター運営管理事業

→ → 16,653

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
櫛形北地区農村環境改
善センター運営管理事
業

→ → 4,436

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
櫛形西地区農村環境改
善センター運営管理事
業

→ → 3,680

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
南アルプス市働く婦人
の家運営管理事業

→ → 10,326

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

政策４　　心豊かな人と文化をはぐくむまちの形成

　施策26　生涯学習の推進
　施策の目的

　市民が学習テーマを持ち、自主的に学ぶ

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

指定管理者制度により、地域に密着した魅力
ある施設を運営し、利便性向上とコスト削減
を図る。

指定管理者制度により、地域に密着した魅力
ある施設を運営し、利便性向上とコスト削減
を図る。

産業・文化の振興を図るため、市民や団体の
生涯学習の場となる施設を管理運営する。施
設の長寿命化改修に向けての整備方針を検討
する。

産業・文化の振興を図るため、市民や団体の
生涯学習の場となる施設を管理運営する。

産業・文化の振興を図るため、市民や団体の
生涯学習の場となる施設を管理運営する。

産業・文化の振興を図るため、市民や団体の
生涯学習の場となる施設を管理運営する。

生涯学習推進の拠点となる公民館（中央公民
館５館・分館４館）を運営管理する。

多くの市民に学習機会を提供するため、各種
講座・教室等を開催する。

地域において社会教育関係の活動を実施する
各種団体を支援し、補助金を交付する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
芦安調理場運営管理事
業

→ → 886

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
桃源文化会館運営管理
事業

→ → 275,732

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
桃源文化振興協会運営
支援事業

→ → 73,456

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
市文化協会活動支援事
業

→ → 9,000

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
スポーツ推進委員運営
事業

→ → 10,728

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
南アルプス市スポーツ
協会支援事業

→ → 203,968

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
県外スポーツ大会出場
支援事業

→ → 3,400

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
南アルプス市ホームタ
ウンゲームの活動支援
事業

→ → 240

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
桃源郷マラソン大会活
動支援事業

→ → 26,938

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
スキー・スノーボード
教室開催事業

→ → 3,402

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
ホッケー競技普及推進
事業

→ → 9,098

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

体育協会に所属する者で優秀な成績を収めた
個人・団体の県外大会出場に係る経費を補助
する。

県内市町村をホームタウンにしているヴァン
フォーレ甲府や山梨クイーンビーズの活動を
支援する。

市のＰＲとスポーツの振興を図る桃源郷マラ
ソン大会の開催にあたり、補助金を交付す
る。

冬季スポーツ推進の一環として、スキー・ス
ノーボード教室を開催する。

ホッケー競技の普及活動や競技人口の拡大、
競技レベルの向上を図るため、小学生大会や
全国大会に出場する。

市民が生涯学習事業を開催できるよう、施設
を管理運営する。

指定管理者制度により施設を管理運営し、コ
ンサートや講演会等の多彩な芸術・文化事業
を展開する。PCB含有変圧器等の撤去に伴い電
気室等の改修を行う。

芸術文化の拠点である桃源文化会館を管理運
営する桃源文化振興協会を支援する。

様々な専門部により活動を実施し地域文化の
振興・保存・継承を図る文化協会に、補助金
を交付する。

スポーツの推進と健康増進を図る活動を担う
スポーツ推進委員の運営を支援する。

スポーツ・レクリエーション推進の中心的役
割を担う体育協会の活動を支援する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
社会体育施設維持管理
事業

→ → 28,899

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
社会体育施設指定管理
事業

→ → 70,800

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
甲西市民総合グラウン
ド機能回復事業

→ → 651,847

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
ふるさと天文館運営管
理事業

→ → 1,542

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
市立図書館維持管理事
業

→ → 10,754

教
育
委
員
会

市
立
図
書
館

継続 市立図書館運営事業 → → 20,056

教
育
委
員
会

市
立
図
書
館

継続
市立図書館資料提供事
業

→ → 9,560

教
育
委
員
会

市
立
図
書
館

継続
市立図書館子どもの読
書活動推進事業

→ → 1,226

教
育
委
員
会

市
立
図
書
館

継続 図書館協議会運営事務 → → 462

教
育
委
員
会

市
立
図
書
館

継続
図書館システム管理事
業

→ → 29,804

教
育
委
員
会

市
立
図
書
館

継続
図書館生涯学習推進事
業

→ → 1,542

教
育
委
員
会

市
立
図
書
館

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

おはなし会や講座を開催し、子どもの発達段
階に応じた読書を支援する。

図書館法に基づき協議会を設置し、市民の図
書館に関する要望や意見を図書館運営に反映
させる。

利用者情報と書誌情報を一元管理するシステ
ムとホームページを保守管理し、利便向上を
図る。

図書館講演会等の多様な学習機会を提供し、
生涯学習を支援して図書館利用の拡大を図
る。

指定管理者制度により、民間のノウハウを活
用して効率的かつ魅力ある社会体育施設等を
運営する。

リニア中央新幹線の計画路線に、社会体育施
設がかかることから、これを移転整備する。

自然科学に触れる機会を提供する天文館を管
理運営し、気軽に参加できる観望会等を実施
する。

市立図書館の施設及び備品の適切な維持管理
に努め、市民が安全で快適に利用できる環境
を提供する。

図書館とふるさと人物室を円滑に運営し、読
書活動や学習活動の推進を図る。

新聞・雑誌等の資料を常設し、市民の暮らし
に役立つ最新情報を提供する。

社会体育施設・学校開放施設の安全で快適な
利用環境を保つため、施設を維持管理する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 ブックスタート事業 → → 4,422

教
育
委
員
会

市
立
図
書
館

継続 図書館資料購入事業 → → 42,438

教
育
委
員
会

市
立
図
書
館

継続
櫛形生涯学習センター
管理事業

→ → 97,594

教
育
委
員
会

市
立
図
書
館

継続
図書館司書会計年度任
用職員配置事業

→ → 110,898

教
育
委
員
会

市
立
図
書
館

継続
白根生涯学習センター
管理事業

→ → 13,874

教
育
委
員
会

市
立
図
書
館

継続
旧白根桃源美術館維持
管理事業

→ → 1,466

教
育
委
員
会

市
立
美
術
館

継続
市立美術館維持管理事
業

→ → 55,102

教
育
委
員
会

市
立
美
術
館

継続 美術館企画展事業 → → 18,694

教
育
委
員
会

市
立
美
術
館

継続 市立美術館常設展 → → 23,828

教
育
委
員
会

市
立
美
術
館

継続 教育普及事業 → → 7,472

教
育
委
員
会

市
立
美
術
館

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

収蔵コレクションを中心とした展覧会と教育
普及活動を通じ、美術意識の高揚を図る。

年間を通して美術館の研修室・市民ギャラ
リーを活用した美術教育の普及プログラムを
開催する。

生涯学習の拠点となる施設・備品を維持管理
し、安全で快適な利用環境を提供する。

市立図書館６館の運営を円滑に実施するた
め、司書会計年度任用職員を配置し、図書館
サービスの向上を図る。

生涯学習の拠点となる施設・備品を維持管理
し、安全で快適な利用環境を提供する。

国登録有形文化財である旧白根桃源美術館を
維持管理する。

美術館施設を維持管理し、芸術文化の向上に
資するとともに、収蔵作品の適正保存に努め
る。

芸術文化の振興を図るため、企画展を開催
し、価値や魅力を広く発信する。

親子で本と親しむきっかけとなるよう、４ヶ
月乳児健診時と小学校新1年生に本を配布す
る。

市民の学習意欲に応え、問題解決に役立つ資
料を充実し、情報を提供する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 文化財保護活用事業 → → 13,912

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続 文化財教育普及事業 → → 1,760

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
宝珠寺のマツ松くい虫
防除支援事業

→ → 166

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
鏡中条のゴヨウマツ松
くい虫防除支援事業

→ → 36

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
長谷寺の防災施設保守
点検支援事業

→ → 8

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
全国史跡整備市町村協
議会参画事業

→ → 340

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
文化財教育普及看板設
置事業

→ → 188

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
埋蔵文化財調査受託事
業

→ → 10,000

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続 市内試掘確認調査事業 → → 25,122

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
国指定史跡「御勅使川
旧堤防」整備事業

→ → 70,910

教
育
委
員
会

文
化
財
課

　施策27　歴史・伝統文化の振興
　施策の目的

　市民が歴史的文化資源や伝統文化を知り、活用する
　文化財が適切に保護される

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

国重要文化財「長谷寺本堂」を保護するた
め、防災施設保守点検委託費用を補助する

史跡整備に係る調査・研究を実施し文化財保
護に資するため、全国史跡整備市町村協議会
に参画する。

文化財教育の普及のため、案内看板の設置と
付け替えを実施する。

開発行為等に伴う受託事業で、埋蔵文化財の
発掘調査と記録の保存を実施する。

市内の公共事業、民間の開発事業等に伴う遺
跡試掘と遺跡分布調査を実施する。

国指定史跡「御勅使川旧堤防」の歴史的価値
を保全するため、保存・整備を実施する。

貴重な文化財を後世に伝えていくため、市内
に所在する文化財の保護・活用を図る。

文化資産を知る機会を提供するため、文化財
について周知広報し、教育現場での活用を図
る。

県指定天然記念物「宝珠寺のマツ」の害虫駆
除のため、薬剤散布費用を補助する。

県指定天然記念物「鏡中条のゴヨウマツ」の
害虫駆除のため、薬剤散布費用を補助する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
ふるさと文化伝承館
（文化財調査事務所）
維持管理事業

→ → 12,218

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
ふるさと文化伝承館運
営事業

→ → 22,704

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
安藤家住宅運営管理事
業

→ → 47,849

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
安藤家住宅イベント開
催事業

→ → 1,328

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
重要文化財安藤家住宅
トイレ整備事業

● 27,797

教
育
委
員
会

文
化
財
課

継続
ふるさと○○博物館推
進事業

→ → 11,448

教
育
委
員
会

文
化
財
課

R5 R6 2カ年事業費

新規
巨摩高校後援会参画事
業

≫
●

1,000

教
育
委
員
会

教
育
総
務
課

継続
小林愛則育英奨学会支
援事業

→ → 1,600

教
育
委
員
会

教
育
総
務
課

継続
芦安活性化対策育英奨
学金貸付事業

→ → 840

教
育
委
員
会

教
育
総
務
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

　施策28　学校教育の充実
　施策の目的

　市立小中学校の児童生徒が、自立した豊かな人生を切り拓いて
　いくために必要な「生きる力」を身に付ける

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

令和５年に創立１００周年を迎えるにあた
り、老朽化した巨摩高等学校で使用するバス
を新たに購入し、生徒の部活動の参加に寄与
する。

中学校を優秀な成績で卒業した高校生に対し
奨学金を給付し、社会を担う人材育成の一助
とする。

芦安地区に在住する高校生に奨学金を貸与
し、修学の促進と地域の活性化を図る。

文化財調査・保護・伝承の拠点である伝承館
（文化財調査事務所）と附属収蔵施設の維持
管理を実施する。

施設スタッフを配置し、展示・イベントの周
知・案内やキャラクターグッズの作成など、
魅力ある運営を実施する。

国重要文化財安藤家住宅を保存・公開・活用
するため、適正に管理運営する。
令和５年度は、安藤家住宅の駐車場について
大型車の進入を可能にする等の整備を行う。

国重要文化財安藤家住宅の周知と一層の活用
充実を図るため、魅力あるイベントを開催す
る。

重要文化財安藤家住宅の来館者用トイレを整
備する。

市全体を博物館と考え、地域資源を掘り起こ
し展示公開することにより、地域の魅力を広
く発信する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
南アルプス市奨学金貸
与事業

→ → 5,960

教
育
委
員
会

教
育
総
務
課

継続
教育支援センター運営
管理費

→ → 9,762

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続 市単講師派遣事業 → → 215,474

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
司書会計年度任用職員
配置事業

→ → 75,740

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
用務員会計年度任用職
員配置事業

→ → 79,324

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
学校図書館蔵書管理事
業

→ → 9,734

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続 就学時健診事業 → → 2,050

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
学校教職員健康診断事
業

→ → 18,176

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続 学校環境検査事業 → → 3,630

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続 学校保健管理事務経費 → → 30,486

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
学びの質を高める授業
づくり推進事業

→ → 530

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

児童生徒と教職員の健康保持・増進を図るた
め、教室の化学物質検査を実施する。

児童生徒の健康で安心な学校生活を維持する
ため、学校保健を管理する。

指定校を定め、学びの質を高める授業として
公開研究授業を実施し、教職員と意見交換す
る。

小中学校の図書サービスの充実を図るため、
学校司書の配置がない小中学校へ臨時職員を
配置する。

児童生徒が快適に学校生活を送ることができ
るよう、小中学校へ用務員を配置する。

学校図書館の蔵書をシステム管理し、小中学
校や公立図書館との間で蔵書情報の共有等を
図る。

就学予定の児童の健康状態を把握するため、
健康診断を実施する。

教職員の病気の早期発見や健康管理のため、
健康診断・巡回健康指導・健康相談を実施す
る。

経済的理由により就学が困難な者に奨学金を
貸与し、意欲と能力のある市民の修学を支援
する。

不登校や特別な支援を必要とする児童生徒等
の、指導上の諸問題の解決と未然防止を図
る。

小中学校へ市単講師を配置し、特別な教育的
支援を必要とする児童生徒への援助や少人数
学級の推進、不登校対策等を実施する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
南アルプス自然体験推
進事業

→ → 350

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
いじめ・不登校未然防
止推進事業

→ → 5,382

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
スクールガードリー
ダー事業

→ → 1,060

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
南アルプス市学校応援
団育成事業

→ → 1,472

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続 小中学校清掃委託事業 → → 27,382

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
若草南小学校情緒障害
通級指導教室

→ → 366

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
小中学校における小笠
原流礼法推進事業

→ → 3,748

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続 学校消火器管理事業 → → 2,749

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続 教育相談事業 → → 13,464

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続 部活動指導員任用事業 → → 4,562

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
第三次小中学校教育系
ネットワーク整備事業

→ → 261,526

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

中学校部活動指導員の配置により、部活動を
担当する教員を支援するとともに、部活動の
質的な向上を図る。

ＧＩＧＡスクール構想に沿って整備した校内
無線ＬＡＮ及び一人１台端末を保守管理す
る。

中学校区単位で応援団を組織し、学校で必要
とするボランティアを紹介して教育活動を支
援する。

小中学校の校舎窓ガラスや体育館等の清掃事
業を実施し、学習環境の整備と充実を図る。

市内小学校の通常学級に在籍している軽度の
障害がある児童の生活及び学びの改善等を目
的に、自立活動を実施する。

小笠原流礼法の心構えや体験等を活かして、
相手を思いやる心や態度を育てる教育を推進
する。

小中学校に設置してある製造年から10年を経
過した消火器を更新し、消防設備を適正に管
理する。

子どもや保護者等に対するきめ細かな教育相
談体制を確立するため、専門家を委嘱し相談
事業を実施する。

指定校を定め、南アルプスの自然に触れる体
験学習を実施し、ふるさとを愛する心を育て
る。

学級集団の状態を把握するＱ-Ｕテストを実施
し、支援が必要な子どもの早期発見・対応を
支援する。

地域の関係機関・団体や家庭と連携しなが
ら、学校の安全管理に関する取り組みを実施
する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
櫛形中学校情緒障害通
級指導教室運営事業

→ → 300

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続 教育支援体制整備事業 → → 37,441

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続 教科担任制推進事業 → → 120

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
外国語指導講師配置管
理事業

→ → 97,090

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

新規
芦安小中学校外国語指
導講師配置事業

≫ → 8,547

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
小中一貫教育研究推進
事業

→ → 1,178

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続 学校運営協議会事業 → → 288

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
小学校要保護就学援助
及び特別支援教育就学
奨励事業

→ → 3,686

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
小学校準要保護就学援
助事業（単独）

→ → 16,968

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
中学校要保護就学援助
及び特別支援教育就学
奨励事業

→ → 3,792

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

継続
中学校準要保護就学援
助事業（単独）

→ → 27,208

教
育
委
員
会

学
校
教
育
課

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

準要保護者へ学用品費等の就学援助を実施
し、義務教育の円滑な実施を図る。

芦安小中学校において独自の英語教育を推進
するため、外国語指導助手を常駐配置し、児
童生徒の英語によるコミュニケーション能力
と国際感覚を養う。

市内すべての公立小中学校において、小中一
貫校開校を目指し、具体的な取組を支援す
る。

地域と学校が連携し、地域の力を生かしなが
ら子どもたちの育成を進めていくことを目的
に、学校運営協議会を設置し、その活動を評
価・支援する。

要保護者や特別支援学級に通う児童の保護者
へ就学援助を実施し、義務教育の円滑な実施
を図る。

準要保護者へ学用品費等の就学援助を実施
し、義務教育の円滑な実施を図る。

要保護者や特別支援学級に通う生徒の保護者
へ就学援助を実施し、義務教育の円滑な実施
を図る。

市内中学校の通常学級に在籍している軽度の
障害がある生徒の生活及び学びの改善等を目
的に、自立活動を実施する。

児童生徒一人一人にあったきめ細やかな対応
を実現し、また、新型コロナウイルス感染症
対策のために、教師や学校教育活動を支援す
る人材を配置する。

小学校高学年への教科担任制について、若草
地区の３小中学校が県の指定を受け、課題の
解決に向けて調査・研究を行う。

外国語指導助手の配置と小学校教員の外国語
指導スキルの研修充実により、児童生徒の英
語によるコミュニケーション能力と国際感覚
を養う。
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R5 R6 2カ年事業費

継続
北部学校給食センター
給食事業（学校給食）

→ → 421,286

教
育
委
員
会

市
立
学
校

給
食
セ
ン
タ
ー

継続
北部学校給食センター
維持管理事業

→ → 114,610

教
育
委
員
会

市
立
学
校

給
食
セ
ン
タ
ー

継続
北部学校給食センター
除害施設改修事業

● 110,435

教
育
委
員
会

市
立
学
校

給
食
セ
ン
タ
ー

継続
南部学校給食センター
運営事業

→ → 762,486

教
育
委
員
会

市
立
学
校

給
食
セ
ン
タ
ー

継続
南部学校給食センター
維持管理事業

→ → 121,852

教
育
委
員
会

市
立
学
校

給
食
セ
ン
タ
ー

R5 R6 2カ年事業費

継続
小学校施設設備整備事
業（単独）

→ → 197,838

教
育
委
員
会

教
育
総
務
課

継続 若草小学校改築事業 → → 1,919,267

教
育
委
員
会

教
育
総
務
課

新規
屋内運動場等照明ＬＥ
Ｄ化改修事業（小学校
分）

≫ → 7,982

教
育
委
員
会

教
育
総
務
課

継続
中学校施設設備整備事
業（単独）

→ → 88,347

教
育
委
員
会

教
育
総
務
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

　施策29　学校施設の整備
　施策の目的

　市立小中学校の児童生徒が、安全・安心、快適な環境の中で
　学び、生活できる

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

日常発生する建物や設備等の不具合を修繕・
改修し、建物の耐久性向上と教育環境の改善
を図る。

老朽化した若草小学校校舎を改築する。

屋内運動場の照明をＬＥＤ化する。

日常発生する建物や設備等の不具合を修繕・
改修し、建物の耐久性向上と教育環境の改善
を図る。

八田・白根・芦安地区の児童生徒に安心・安
全な給食を提供する。

学校給食を安心・安全に児童生徒に提供する
ため、給食施設や厨房設備を維持管理する。

下水道接続に伴う除害施設の改修。

若草・櫛形・甲西地区の児童生徒に安心・安
全な給食を提供する。

学校給食を安心・安全に児童生徒に提供する
ため、給食施設や厨房設備を維持管理する。
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R5 R6 2カ年事業費

新規
屋内運動場等照明ＬＥ
Ｄ化改修事業（中学校
分）

≫ → 5,452

教
育
委
員
会

教
育
総
務
課

R5 R6 2カ年事業費

継続
青少年育成コーディ
ネーター設置事業

→ → 14,676

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
青少年育成推進会議運
営事業

→ → 3,220

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
ジュニアリーダー養成
事業

→ → 662

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続 二十歳のつどい事業 → → 3,130

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
市子どもクラブ指導者
連絡協議会支援事業

→ → 1,204

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
青少年育成南アルプス
市民会議支援事業

→ → 9,074

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
南アルプス警察署管内
少年補導員支援事業

→ → 656

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
キッズタウン南アルプ
ス支援事業

→ → 400

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

体系的なキャリア教育の推進を図るため、職
業体験等を実践するキッズタウンを支援す
る。

地域ぐるみ・市民ぐるみで青少年を育成する
ため、課題を把握し、青少年健全育成事業を
展開する。

団体活動により自立・共同・奉仕を体験的に
学習し、地域の子どものリーダーとなる人材
を育成する。

次代を担う新成人の門出を祝福し、大人とし
ての自覚を持つことを目的として、「二十歳
のつどい」を開催する。

地域に根ざした魅力ある子どもクラブ活動の
活性化を目指す、指導者連絡協議会を支援す
る。

青少年に地域や社会の一員としての自覚を促
し、健全育成を図る事業を実施する市民会議
を支援する。

地域安全活動への協力や、防犯意識の啓発活
動を担う少年補導員の活動を支援する。

屋内運動場の照明をＬＥＤ化する。

青少年関係組織の強化を図り、青少年の健全
育成に努めることを目的にコーディネーター
を設置する。

　施策30　青少年健全育成の推進
　施策の目的

　青少年が健全に育つ
　市民が青少年健全育成に携わる
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R5 R6 2カ年事業費

継続
青少年国内交流・交流
支援事業（津別町）

→ → 1,807

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
青少年国内交流・交流
支援事業（小笠原村）

→ → 2,230

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

継続
青少年国内交流・交流
支援事業（穴水町）

→ → 1,768

教
育
委
員
会

生
涯
学
習
課

部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

友好姉妹都市の北海道津別町との交流を図る
ため、小学生の訪問事業・受入事業を隔年で
実施する。

友好姉妹都市の東京都小笠原村と交流を図る
ため、中学生の訪問事業・受入事業を隔年で
実施する。

友好姉妹都市の石川県穴水町と交流を図るた
め、小学生の訪問事業・受入事業を隔年で実
施する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 家屋評価事務 → → 168
総
務
部

税
務
課

継続 住民税・諸税賦課事務 → → 33,972
総
務
部

税
務
課

継続 固定資産税賦課事務 → → 62,443
総
務
部

税
務
課

継続 軽自動車税賦課事務 → → 10,016
総
務
部

税
務
課

継続
土地・家屋台帳整理事
業

→ → 4,540
総
務
部

税
務
課

継続
地方税共同機構参画事
業

→ → 9,187
総
務
部

税
務
課

継続 口座振替受付登録事業 → → 933
総
務
部

納
税
課

継続 滞納整理事務 → → 6,824
総
務
部

納
税
課

継続
納税しやすい環境づく
り事業

→ → 10,731
総
務
部

納
税
課

課室区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

納付しやすいコンビニでの収納環境を提供
し、納税者の利便性を高め、収納率の向上を
図る。

固定資産税の公平公正な賦課・徴収のため、
基礎資料の管理・更新や評価替え（３年毎）
等の事務を実施する。

軽自動車税の公平公正な賦課・徴収のため、
必要な事務を実施する。

土地・家屋登記異動に関する資料を整理し、
固定資産税賦課・徴収事務の効率化を図る。

納税者の利便性向上と地方税務行政の効率化
を図るため、電子化を推進する協議会へ参画
する。

登録手続の簡素化により口座振替を推進する
ため、本庁に口座データ読み取り機を設置す
る。

市税負担公平性の観点から、相談・催告・差
押等により徴収を強化し、収納率向上と滞納
額縮減を図る。

固定資産税の公正な賦課のため、実地調査に
より適正に家屋評価を実施するため固定資産
評価アドバイザーを置き、専門的助言を得
る。し、課税台帳を整備する。

個人市県民税・法人市民税・たばこ税・入湯
税の公平公正な賦課・徴収のため、必要な事
務を実施する。

政策５　　未来をひらく経営型行政運営の形成

　施策31　健全な財政の維持
　施策の目的

　市の財政の健全性が維持される
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R5 R6 2カ年事業費

継続
予算編成・予算管理事
務

→ → 1,573

総
合
政
策
部

財
政
課

継続 公会計制度支援事業 → → 3,986

総
合
政
策
部

財
政
課

継続 ふるさと納税事業 → → 2,522,680

総
合
政
策
部

ふ
る
さ
と

振
興
課

新規
ふるさと応援基金積立
金

≫ → 2,100,000

総
合
政
策
部

ふ
る
さ
と

振
興
課

R5 R6 2カ年事業費

継続 市有バス運営事業 → → 36,745
総
務
部

管
財
課

継続 デジタル化推進事業 → → 4,620
総
務
部

管
財
課

継続
指定管理者制度推進事
業

→ → 1,036

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

継続
市民アンケート調査実
施事業

→ → 1,070

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

新規
第３次南アルプス市総
合計画策定事業

≫ ● 12,432

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局

区分 事業名 事業内容・実施方針
実施工程・事業費（千円）

部局 課室

デジタル技術やデータを活用し、業務効率化
を図り、人的資源を行政サービスの更なる向
上に繋げていく。

公共施設の管理運営に民間の能力を活用する
ことで、サービスの向上と経費削減を図る。

総合計画の進捗度（まちづくり）を計る尺度
として、市民アンケート調査を実施する。

第３次南アルプス市総合計画（R7-16）を策定
する。

予算編成方針を示し、効果的で適正な予算を
編成することで、健全な財政状況を維持す
る。

全国統一的な基準による財務書類を作成し、
公表する。

南アルプス市を応援する方から寄附金を募
り、特典として特産品を贈呈することで、個
性豊かな魅力あるふるさとづくりに資する。

ふるさと納税により寄附された寄付金につい
て、寄附者の意向を反映し、適正に運用する
ため、基金に積み立てる。

市が管理するバスを安全に使用させるため、
運行調整・運行業務を委託する。

　施策32　時代に合った行政サービスの実現
　施策の目的

　市の行政機能が公平で効率的なサービスを提供できる

課室

-72-



R5 R6 2カ年事業費

継続 行政改革推進事業 → → 926

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

継続
行政評価システム推進
事業

→ → 116

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

継続
公共施設再配置推進事
業

→ → 1,514

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

継続 政策研究業務 → → 7,899

総
合
政
策
部

政
策
推
進
課

継続 戸籍証明発行事業 → → 354
市
民
部

戸
籍
市
民
課

継続 戸籍記載事務 → → 7,389
市
民
部

戸
籍
市
民
課

継続 市民手続き支援事業 → → 4,701
市
民
部

戸
籍
市
民
課

継続 住民基本台帳管理事務 → → 12,392
市
民
部

戸
籍
市
民
課

継続 コンビニ証明発行事業 → → 15,288
市
民
部

戸
籍
市
民
課

継続
個人番号カード発行事
業

→ → 91,974
市
民
部

戸
籍
市
民
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

住民基本台帳カード・個人番号カードによ
り、コンビニエンスストアで住民票と印鑑登
録証明書を交付する。

番号法施行に伴い、個人番号カードの交付等
の事務を実施する。

将来の財政見通しを踏まえ、統廃合や用途変
更等により持続可能な施設配置に再編する。

市政推進のため、多種多様な案件の調査研究
を実施する。

身分関係の証明を必要とする者の請求に基づ
き、戸籍謄本・抄本・記載事項証明等を交付
する。

受理した届出書等に基づき、事件本人の身分
異動を戸籍に記載する。

死亡後の手続きについて、必要書類作成の支
援と各窓口の案内をする。

住民基本台帳や印鑑登録に関する記録を管理
し、届出・請求に基づき各種証明書を交付す
る。

行政改革の推進に関する重要事項を調査・審
議する委員会を運営し、取り組み状況を進捗
管理する。

施策・事務事業の評価結果を行政改革と予算
編成に活用し、効果的で効率的な行政運営を
推進する。
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R5 R6 2カ年事業費

継続 人事評価制度運営事業 → → 9,750
総
務
部

人
事
課

継続 職員研修事業 → → 6,188
総
務
部

人
事
課

実施工程・事業費（千円）
部局 課室区分 事業名 事業内容・実施方針

職務に必要な知識・技能を付与することで職
務能率の向上を図るため、職員研修を実施す
る。

職員の資質向上と組織の活力向上を図るた
め、人事評価制度による客観的な評価・分析
を実施する。

　施策33　職員資質の向上
　施策の目的

　市の職員が、市民から信頼される
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南アルプス市民憲章 

緑かがやく自然を守り 

なかよく美しい心を結び合い 

未来にひらく豊かなまちをつくることを 

アルプスの山々に誓います 
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